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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等を含んでおりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、第26期、第29期及び第30期については１株当たり当期純損失が計上されてい

るため記載しておりません。 

３．第30期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高（千円） 32,342,785 34,105,108 34,112,048 39,441,676 53,936,821

経常利益（千円） 295,876 1,453,116 2,154,477 2,012,577 861,779

当期純利益（－損失） 
（千円） 

-350,391 409,169 784,065 -119,112 -860,038

純資産額（千円） 17,404,168 17,275,601 17,797,783 17,959,259 17,691,462

総資産額（千円） 33,991,649 33,583,705 30,689,996 39,672,612 43,086,585

１株当たり純資産額（円） 808.32 802.47 826.90 833.96 819.93

１株当たり当期純利益（－損
失）（円） 

-16.27 18.15 35.58 -6.46 -39.92

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ 18.15 35.56 － －

自己資本比率（％） 51.2 51.4 58.0 45.3 41.0

自己資本利益率（％） -1.9 2.4 4.4 -0.6 -4.8

株価収益率（倍） -35.40 50.19 27.59 -318.88 -42.23

営業活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

714,217 2,003,887 3,346,941 2,001,804 -1,158,829

投資活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

91,962 -892,060 -553,084 -6,398,668 -1,350,710

財務活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

-1,525,816 -1,009,399 -2,571,302 3,939,675 2,688,759

現金及び現金同等物の期末残
高（千円） 

4,177,775 4,122,557 4,409,645 4,199,042 4,499,883

従業員数（人） 
（外、平均臨時雇用者数） 

2,432 
(100)

2,670
(119)

2,720
(154)

3,765 
(196)

3,599
(595)



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等を含んでおりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、第26期については１株当たり当期純損失が計上されているため記載しており

ません。 

３．第30期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

  

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高（千円） 28,691,886 30,498,637 29,974,526 31,162,256 33,034,921

経常利益（－損失）（千円） -199,189 876,360 1,657,956 2,320,980 1,599,280

当期純利益(－損失） 
（千円） 

-597,457 277,417 779,334 646,005 1,087,526

資本金（千円） 2,941,025 2,941,025 2,941,025 2,946,516 2,951,216

発行済株式総数（株） 21,804,310 21,804,310 21,804,310 21,818,210 21,830,110

純資産額（千円） 14,108,112 14,434,884 14,879,245 15,264,604 16,223,229

総資産額（千円） 31,076,662 30,522,062 27,225,312 33,028,427 35,512,232

１株当たり純資産額（円） 655.23 670.51 691.30 708.83 753.04

１株当たり配当額（円） 
（内１株当たり中間配当額） 

10.00 
(5.00)

10.00
(5.00)

10.00
(5.00)

10.00 
(5.00)

10.00
(5.00)

１株当たり当期純利益（－損
失）（円） 

-27.74 12.03 35.36 29.08 50.48

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ 12.03 35.34 29.03 50.39

自己資本比率（％） 45.4 47.3 54.7 46.2 45.7

自己資本利益率（％） -4.0 1.9 5.3 4.2 6.9

株価収益率（倍） -20.76 75.73 27.77 70.83 33.39

配当性向（％） － 83.13 28.28 34.38 19.80

従業員数（人） 
（外、平均臨時雇用者数） 

687 
(78)

664
(100)

636
(130)

664 
(120)

689
(118)



２【沿革】 

 当社（旧ネミック・ラムダ株式会社）は、平成11年10月１日付で日本電気精器株式会社と合併し、デンセイ・ラムダ株式会社

として新たに発足いたしました。その歴史は昭和45年２月に創業した日本電子メモリ工業株式会社に発しております。 

 当社の創業以来の沿革は、次の通りであります。 

 

昭和45年２月 日本電子メモリ工業㈱を東京都港区芝公園14号地17番地に設立（資本金15百万円） 

新潟県長岡市悠久町に長岡工場を開設し、電子計算機の記憶装置の製造販売を開始 

昭和45年10月 開発部を東京都港区に開設し、スイッチング電源の標準化開発に着手 

昭和47年５月 スイッチング電源の標準品「ＴＭシリーズ」の製造販売を開始 

昭和48年７月 長岡市摂田屋に工場を建設し、長岡工場（現長岡事業所）を移転 

昭和50年10月 米国の電源メーカー、ビーコ・インスツルメンツＩＮＣ.(現 ラムダ・ホールディングズＩＮ

Ｃ.)とスイッチング電源の長期輸出契約を結び「ＬＪＳシリーズ」の輸出開始 

昭和53年６月 ビーコ・インスツルメンツＩＮＣ．の資本参加を得て、ネミック・ラムダ株式会社を設立し、日

本電子メモリ工業㈱の営業を譲受 

昭和54年７月 本社を現在の東京都品川区東五反田１丁目11番15号に移転 

昭和55年１月 海外生産拠点として、シンガポールにネミック・ラムダ（シンガポール）ＰＴＥ．ＬＴＤ．をビ

ーコ・インスツルメンツＩＮＣ．の子会社として設立 

昭和57年１月 ネミック・ラムダ(シンガポール)ＰＴＥ．ＬＴＤ．の全株式をビーコ・インスツルメンツＩＮ

Ｃ．より買収 

昭和62年４月 茨城県高萩市に茨城工場を建設し、ラックマウント電源の製造販売を開始（平成10年３月閉鎖）

昭和63年８月 鹿児島県鹿屋市に鹿屋工場（鹿屋事業所）を建設し、オンボード電源の製造を開始（平成14年４

月閉鎖） 

昭和63年11月 生産拡充を目的として、マレーシアにネミック・ラムダ（マレーシア）ＳＤＮ．ＢＨＤ．を設立

平成元年８月 韓国における販売促進を目的として、韓国ソウル市に韓国支店を開設 

平成３年２月 当社株式を社団法人日本証券業協会に店頭売買銘柄として登録 

平成３年６月 生産拡充を目的として、マレーシアにネミック・ラムダ（クワンタン）ＳＤＮ．ＢＨＤ．を設立

平成３年７月 欧州における市場拡充を目的として、イスラエルにネミック・ラムダ ＬＴＤ．を設立 

平成５年11月 生産拡充を目的として、中国上海市に上海聨美蘭達電子有限公司を設立（平成９年12月解散） 

平成６年１月 中国における販売促進を目的として、香港に香港支店を開設 

平成７年３月 当社株式を東京証券取引所市場第２部に上場 

平成７年５月 生産拡充を目的として、中国無錫市に無錫聨美蘭達電子有限公司を設立 

平成７年６月 当社株式を新潟証券取引所に上場 

平成８年１月 中国電子為華実業発展公司との合弁により北京聨美為華電源技術有限公司を設立 

平成８年11月 当社株式を東京証券取引所市場第一部に上場 

平成９年２月 鹿児島県出水市に出水工場を建設（平成10年12月閉鎖） 

平成９年９月 オセアニア市場の開拓を目的として、オーストラリア・メルボルン市にネミック・ラムダ（オー

ストラリア）ＰＴＹ．ＬＴＤ．を稼動（平成12年７月閉鎖） 

平成11年10月 日本電気精器株式会社と合併し、商号をデンセイ・ラムダ株式会社に変更 

  当社株式を大阪証券取引所市場第一部に上場 

平成13年12月 エヌデック株式会社をＮＥＣフィールディング株式会社に譲渡 

平成16年10月 事業基盤強化を目的として、マレーシアの生産子会社２社の経営を統合 

平成17年10月 ＴＤＫグループが当社親会社ラムダ・ホールディングズＩＮＣ.の全株式を取得。親会社がイン

ベンシスｐｌｃよりＴＤＫ株式会社に変更 

平成18年１月 ラムダ欧米グループ７社の全株式を取得 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び関係会社）は、当社（デンセイ・ラムダ株式会社）、親会社３社と子会社17社により構成されてお

り、電源機器事業（スイッチング電源、無停電電源装置の製造・販売）を主たる業務としております。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付は次のとおりであります。 

 なお、当社グループは同一セグメントに属する電源機器の製造、加工、販売のみを行っており、当該事業以外に事業の種類が

ないため、主要な製品毎に記載しております。 

(1）スイッチング電源 

 主な製品は標準スイッチング電源、セミカスタム電源、カスタム電源等の各種電源、瞬時電圧低下保護装置及びノイズフィ

ルタであります。 

(2）無停電電源装置 

 主な製品は無停電電源装置、電源管理ソフトウエア、ディーゼル発電装置、ガスタービン発電装置、整流電源装置及び保守

サービスであります。 

  

 当社が製造・販売するほか、海外子会社のネミック・ラムダ（マレーシア）ＳＤＮ.ＢＨＤ.にて製造を行い、ネミック・ラム

ダＬＴＤ.、無錫聨美蘭達電子有限公司、デンセイ（タイランド）ＣＯ.,ＬＴＤ、ラムダアメリカズＩＮＣ.、クータン・ラムダ

ＬＴＤ.の５社にて製造・販売を行っております。海外子会社のネミック・ラムダ（シンガポール）ＰＴＥ.ＬＴＤ.、ラムダエレ

クトロニクス（カナダ）ＩＮＣ.、ラムダＧｍｂＨ、ラムダＳＡＳ、ラムダＳ.ｒ.ｌ.、ラムダスカンジナビアＡＢは当社及び上

記の海外子会社より製品の供給を受け現地で販売を行っております。また、イスラムダ・エレクトロニクスＬＴＤ.は電子素材部

品及び記録メディア製品の販売支援を行っております。デンセイ・ラムダ・ファシリティーズ株式会社は製品の物流業務を行っ

ております。 

 なお、ネミック・ラムダ（クワンタン）ＳＤＮ.ＢＨＤ.、ラムダ・エレクトロニクス（1979）ＬＴＤ.の２社は、現在営業活動

を行っておりません。 

 また、北京聨美為華電源技術有限公司は現在清算手続中であります。 

  

 



事業系統図 

(1）当社と親会社との系統図 

  

 

 （注） 当社の直接の親会社は、ラムダ・ホールディングズＩＮＣ.であり、当社の総議決権数の59.2％（間接9.6％を含む）

を保有しております。また、ラムダ・ホールディングズＩＮＣ.の全ての議決権は、ＴＤＫ株式会社が間接的に保有し

ております。 

従いまして、ＴＤＫ株式会社は当社の間接親会社となります。 

  

 



(2）当社と連結子会社との事業系統図 

  

 

  

  



４【関係会社の状況】 

 

名称 住所 資本金 
主要な事業の内
容 

議決権の
所有割合
又は被所
有割合％ 

関係内容 

(親会社)   

ＴＤＫ㈱ 
  

東京都中央区 
日本橋 

32,641,976千
円 

電子素材部品及
び記録メディア
製品の製造販売 

被所有
間接 

59.2 

当社製品の販売をしている。 
当社は商品と原材料を仕入れている。 
事業資金を借入れている。 
役員の兼務等…有 

その他２社   

(連結子会社)   

ネミック・ラムダ 
(シンガポール) 
PTE.LTD. 

TOA PAYOH 
NORTH, 
SINGAPORE  

500千
シンガポールドル 

スイッチング電
源の開発設計販
売 

100
当社製品の販売をしている。 
役員の兼務等…有 

ネミック・ラムダ 
(マレーシア) 
SDN.BHD. 

注１ 

SENAI,JOHOR, 
MALAYSIA 

18,000千
マレーシアドル 

スイッチング電
源の製造販売 

100

当社製品の製造及び販売をしている。
当社は製品の仕入、原材料の供給及び仕
入をしている。 
役員の兼務等…有 

ネミック・ラムダ 
(クワンタン) 
SDN.BHD. 

注２ 

KUANTAN,PAHANG, 
MALAYSIA 

5,000千
マレーシアドル 

－ 100
取引関係はありません。 
役員の兼務等…無 

ネミック・ラムダ 
LTD. 

KARMIEL 
ISRAEL 

3,404千
ニューシェッケル 

スイッチング電
源の設計製造販
売 

100

当社製品の製造及び販売をしている。
当社は製品の仕入、原材料の供給及び仕
入をしている。 
役員の兼務等…有 

イスラムダ・エレクト
ロニクスLTD. 

注３ 

TEL AVIV 
ISRAEL 

91
ニューシェッケル 

電子素材部品及
び記録メディア
製品の販売支援
業務 

100
(100)

取引関係はありません。 
役員の兼務等…有 

ラムダ・エレクトロ
ニクス（1979）LTD. 

注２・３ 

KARMIEL 
ISRAEL 

2,910千
ニューシェッケル 

－
100
(100)

取引関係はありません。 
役員の兼務等…有 

無錫聨美蘭達電子有
限公司 

注１・４・５ 

WUXI, 
JIANGSU,CHINA 

6,500千
米ドル 

スイッチング電
源の設計製造販
売 

100

当社製品の製造及び販売をしている。
当社は製品の仕入、原材料の供給及び仕
入をしている。 
役員の兼務等…有 

北京聨美為華電源技
術有限公司 

注４・６ 

BEIJING 
CHINA 

200千
米ドル 

－ 51
取引関係はありません。 
役員の兼務等…有 

デンセイ（タイラン
ド）CO.,LTD. 

PATHUMTHANI 
THAILAND 

61,500千
タイバーツ 

電源機器の製造
販売 

98
当社製品の製造及び販売をしている。
当社は原材料の供給をしている。 
役員の兼務等…有 

デンセイ・ラムダ・
ファシリティーズ㈱ 

茨城県阿見町 
30,000千

円 
物流・倉庫業務 100

当社の物流業務をしている。 
役員の兼務等…無 

ラムダアメリカズ
INC. 

注７ 

NEPTUNE, 
NEW JERSEY, 
U.S.A. 

42千
米ドル 

スイッチング電
源の設計製造販
売 

100
当社は製品を仕入れている。 
当社製品の販売をしている。 
役員の兼務等…有 

ラムダエレクトロニ
クス（カナダ）INC. 

  

QUEBEC, 
CANADA 

10千
カナダドル 

スイッチング電
源の販売 

100
当社製品の販売をしている。 
役員の兼務等…有 

ラムダGmbH 
注４ 

ACHERN, 
GERMANY 

200千
ユーロ 

スイッチング電
源の販売 

100
 

当社製品の販売をしている。 
役員の兼務等…有 

ラムダSAS 
  

LES ULIS 
CEDEX, 
FRANCE 

2,037千
ユーロ 

スイッチング電
源の販売 

100
 

当社製品の販売をしている。 
役員の兼務等…有 

ラムダS.r.l. 
注４ 

MILANO, 
ITALY 

100千
ユーロ 

スイッチング電
源の販売 

100
当社製品の販売をしている。 
役員の兼務等…有 

クータン・ラムダ 
LTD. 

注１ 

ILFRACOMBE 
DEVON, 
UNITED KINGDOM 

3,818千
英ポンド 

スイッチング電
源の設計製造販
売 

100
当社は製品を仕入れている。 
当社製品の販売をしている。 
役員の兼務等…有 

ラムダスカンジナビ
アAB 

  

AKERSBERGA, 
SWEDEN 

4,736千
スウェーデンクローネ 

スイッチング電
源の販売 

100
当社製品の販売をしている。 
役員の兼務等…有 



 （注）１．特定子会社に該当しております。 

２．ネミック・ラムダ（クワンタン）SDN.BHD.、ラムダ・エレクトロニクス（1979）LTD.は休眠会社であります。 

３．ネミック・ラムダLTD.の子会社であります。 

４．無錫聨美蘭達電子有限公司、北京聨美為華電源技術有限公司、ラムダGmbH、ラムダS.r.l.の議決権比率は、出資金比率

であります。 

５．無錫聨美蘭達電子有限公司は1,500千米ドル増資いたしました。 

６．北京聨美為華電源技術有限公司は現在清算手続中であります。 

７．ラムダアメリカズINC.は、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えて

おります。但し、同社の属する所在地別セグメントの売上高に占める同社の売上高（セグメント間の内部売上高又は振

替高を含む。）の割合が90％を超えるため、主要な損益情報等の記載を省略しております。 

８．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

９．上記のうち、有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社及び連結財務諸表に重要な影響を与えている債

務超過の状況にある会社はありません。 

  



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．臨時雇用者数には、季節工、パートタイマー及び常勤嘱託契約の従業員を含み、非常勤嘱託契約の従業員及び派遣社員

は除いております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．臨時雇用者数には、パートタイマー及び常勤嘱託契約の従業員を含み、非常勤嘱託契約の従業員及び派遣社員は除いて

おります。 

３．平均年間給与は税込支払給与額であり、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3）労働組合の状況 

 当社の労働組合は全日本電機機器労働組合連合会に所属しており、オープンショップ制で、当期末現在の組合員数は220名で

あります。労働協約も締結され、穏健な労使関係を維持しております。 

  

  

  平成19年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人）

生産部門 2,558 （548） 

研究・開発部門 328 （ 8） 

販売部門 428 （ 20） 

管理部門 285 （ 19） 

合計 3,599 （595） 

    平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

689（118） 38.6 13.9 6,052,916 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、海外経済の拡大により輸出の増加が続いていることに加え、高水準の企業収益や民

間需要の増加等を受けて、設備投資は増加が続きました。しかしながら、個人消費は雇用情勢の改善により持ち直しの兆しが

見え始めたものの、全般的には横ばいとなっており、景気は緩やかな回復基調で推移しました。 

 エレクトロニクス業界におきましては、期後半よりＩＴ関連市場に在庫調整の動きはありましたが、全体としては濃淡があ

るものの堅調に推移しました。 

 このような経済環境の下で、当社グループは、ＴＤＫグループとの関係を強固なものとし、 大限のシナジー効果を実現す

べく活動を続けるとともに、事業の拡大に取り組みました。 

・ＴＤＫグループの一員として、電源ビジネスの 適体制の構築を目指し、製品の相互供給、生産体制の整備、共同開発等を

進めてまいりました。当連結会計年度におきましては、販売チャネルの融合、電源ライン用ノイズフィルタの共同開発、品

質システムの統合等が行われました。 

・スイッチング電源（ＳＰＳ）は、国内においてはＴＤＫ株式会社と当社グループの販売チャネルの融合により、両社の販売

網を通じ、ＴＤＫ－Ｌａｍｂｄａブランド製品の相互販売が開始されました。また、新規顧客及び新市場開拓に引き続き注

力しました。 

・海外においては、医療・通信・ＦＡ・表示機・コンピュータ等の市場毎にニーズを捉えた戦略的製品の展開を図り、顧客を

絞り込んだプロモーション活動を実施した結果、大型案件の獲得等、その成果が徐々に表れ始め、これを水平展開する段階

となりました。 

・無停電電源装置（ＵＰＳ）は、地上波デジタル放送の全国的な普及を背景として、放送関係業者に積極的な営業を行うとと

もに、小規模中継局向けにシステムモデルの提案活動を強化しました。また、景気回復にともなうシステム更新需要を獲得

するべく営業活動を行いました。さらに、他社との販売提携を進める一方、保守サービスにおいてリペアセンターを組織化

し、納期、品質面でのサービス向上を図りました。 

・生産の効率化を図るため、引き続き生産革新活動を推進しました。また、各工場間の生産バランスを改善し、 適な生産体

制を構築するため、生産移管、部材の現地調達を進め、コストダウンと生産リードタイムの短縮に取り組みました。 

・ＴＤＫ株式会社と品質システムを統合させるとともに、顧客満足の向上を図るために、ＴＤＫ－Ｌａｍｂｄａサービスセン

ターを新設し、ＳＰＳにおける両社グループの保守サービスを一元化する体制を構築しました。また、ラムダ欧米グループ

との品質システムの統合にも着手しました。 

 この結果、当連結会計年度はラムダ欧米グループが通年で売上に寄与することに加え、ＳＰＳが海外市場において好調に伸

長したことから、売上高は539億３千６百万円（前連結会計年度比36.8％増加）となりました。しかしながら、ラムダ欧米グ

ループの買収に起因するのれんの償却の影響により、経常利益８億６千１百万円（同57.2％減少）となりました。また、特別

利益として筑波遊休土地の売却があったものの、特別損失としてたな卸資産の除却損の発生、税金費用の増加により、当期純

損失８億６千万円（前連結会計年度は当期純損失１億１千９百万円）となりました。 

 製品別にみますと、ＳＰＳの売上高は461億２千１百万円（前連結会計年度比44.0％増加）となりました。 

 国内においては半導体関連及び通信関連ビジネスが顧客の生産調整の影響を受け、下期に入り急速に減速しましたが、前連

結会計年度より注力している新規顧客開拓及び競合他社からの切替えが効を奏し、これらを補い国内売上は微増となりまし

た。 

 一方、海外においては注力している米国・欧州市場への売上が、引き続き拡大しました。また、アジア地域において、特に

中国及び韓国における通信関連向けに需要が拡大しているほか、セミカスタム電源が伸長しました。さらに、イスラエルの新

規大口顧客の獲得等もあり、海外売上は順調に増加しました。 

 ＵＰＳの売上高は78億１千５百万円（同5.6％増加）となりました。ＵＰＳ市場全体としては、景気回復にともない、その需

要は拡大基調にあります。地上波デジタル放送の普及により放送市場向けＵＰＳ、非常用発電装置（ＥＧ）の増加に加え、シ

ステム更新需要により中・大型ＵＰＳ、防災システム用としてコンパクトＥＧの売上が増加しました。また、保守サービスは

顧客保守計画の影響を受け微減となったものの、ＵＰＳ全体としては売上が増加しました。 

 所在地別のセグメント情報は次のとおりであります。 

日本 

 国内においては企業の活発な設備投資や海外経済の拡大を背景に輸出が堅調に推移したことから、売上高は330億４千２百万

円（同6.0％増加）となりましたが、為替や原材料費の高騰等の影響を受けて営業利益は22億２千１百万円（同15.8％減少）と

なりました。 

アジア・太平洋 

 中国及び韓国における通信関連の需要が拡大したことにより、売上高は206億４千８百万円（同19.1％増加）となり、営業利



益は14億６千９百万円（同90.4％増加）となりました。 

イスラエル 

 輸出が好調に推移したことに加え、大型商談の獲得により、売上高は33億５百万円（同28.6％増加）、営業利益は２億３千

４百万円（同125.4％増加）となりました。 

北米 

 前連結会計年度から注力してきた営業力強化に加え、景気の拡大と当連結会計年度からラムダ米国グループが通年で売上に

寄与することにより、売上高は96億６百万円（同327.7％増加）となり、買収に起因するのれん償却の影響があったものの、営

業利益は１億７千３百万円（同2609.5％増加）となりました。 

ヨーロッパ 

 当連結会計年度からラムダ欧州グループが通年で売上に寄与することにより、売上高は108億４千７百万円（同342.5％増

加）となりました。しかしながら、買収に起因するのれん償却の影響が大きく、営業損失は19億５千６百万円（同289.2％増

加）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、資金調達を従来の外部調達から親会社グループか

らの調達に大きく変化させ、また遊休固定資産の売却を積極的に推し進めたこと等により、前連結会計年度末に比べ３億円増

加し、当連結会計年度末は44億９千９百万円となりました。 

 当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は11億５千８百万円（前連結会計年度は20億１百万円の獲得）となりました。 

 これは主に、売上債権の増加（38億７千６百万円）、たな卸資産の増加（８億３千２百万円）、仕入債務の減少（７億１千

５百万円）、法人税等の支払（５億４千６百万円）等による資金の減少が、税金等調整前当期純利益の計上（４億６千万

円）、減価償却費の計上（14億９千９百万円）、のれん償却額の計上（29億１千万円）等の資金の増加を上回ったことによる

ものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は13億５千万円（前連結会計年度比78.9％減少）となりました。 

 これは主に、有形固定資産（13億１千８百万円）及び無形固定資産（２億７千２百万円）の取得による支出並びに定期預金

の預入による支出（５億９千９百万円）が、遊休土地等の有形固定資産の売却による収入（８億６千４百万円）を上回ったこ

とによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は26億８千８百万円（前連結会計年度比31.8％減少）となりました。 

 これは主に、外部調達先からの長期借入金を親会社グループから調達した資金で返済したことによるものであります。その

結果、短期借入金が46億９千万円の純増となりました。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を主要な製品毎に示すと次のとおりであります。 

 （注） 金額は販売価格で表示しており、消費税等は含んでおりません。 

  

(2）受注状況 

 当連結会計年度の受注状況を主要な製品毎に示すと次のとおりであります。 

 （注） 金額は販売価格で表示しており、消費税等は含んでおりません。 

  

(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を主要な製品毎に示すと次のとおりであります。 

 （注） 金額には、消費税等は含んでおりません。 

  

 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

スイッチング電源 46,577,629 141.6 

無停電電源装置 7,761,224 103.7 

合計 54,338,853 134.6 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

スイッチング電源 45,267,109 135.2 

無停電電源装置 7,742,743 107.8 

合計 53,009,853 130.4 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

スイッチング電源 46,121,150 144.0 

無停電電源装置 7,815,671 105.6 

合計 53,936,821 136.8 



３【対処すべき課題】 

 今後の見通しにつきましては、米国経済の減速懸念やＩＴ関連市場における在庫調整の動きを受け、一時的には減速傾向にあ

るものの、高水準の企業収益及び雇用情勢や賃金の改善による個人消費の緩やかな増加により、景気は民間需要に支えられ回復

基調で推移するものと思われます。 

 こうした状況の中で当社グループとしましては、次の課題に取り組んでまいります。 

・電源ビジネスの 適体制の構築を目指し、ＴＤＫグループと当社グループの持つ強さ、コア技術、ノウハウ、グローバルに展

開する販売ネットワーク及び生産体制等の連携・融合を深めてまいります。 

・デンセイ・ラムダグループとして、新しい資本体制やグローバル化の進展にともない、新しい運営ルールを作成するととも

に、教育・研修の充実により、相互信頼の企業文化を形成してまいります。 

・ＳＰＳは、販売体制の再構築に取り組み、特約店との連携強化を図っていくとともに、新規顧客及び新市場開拓に注力してま

いります。また、大手顧客獲得等の成功事例の水平展開を図っていくとともに、全世界で事業を展開するグローバル企業に対

しワールドワイドな対応を提供してまいります。 

・ＵＰＳは、他社との業務提携を進め、製品相互供給の拡大や売上の増大を図るべく、営業及びコンサルタント業務を行う営業

支援機能を強化してまいります。また、景気の回復基調を受けて、システム更新需要の獲得を狙うとともに、地上波デジタル

放送向けビジネスの取り込みを図ってまいります。 

・通信・ＩＴ市場、ＦＡ・基幹産業の市場動向を見据え、グローバルな市場要求に対応できる競争力の高い製品を開発してまい

ります。また、新たな技術、付加価値製品の提供のために、先行開発活動と共同研究を推進してまいります。 

・生産効率の向上を目指し、引き続き生産革新活動を推進してまいります。また、海外工場において部材等の現地調達を加速

し、コストダウンとリードタイムの短縮を図るとともに、製造業としての総合力の向上に取り組んでまいります。 

・環境対応企業として、製品環境マネージメントシステムを構築し、製品への環境負荷物質の混入防止を強化するとともに、廃

棄物のリサイクル率100％を目指したゼロエミッション活動に取り組み、地球環境の保全活動を推進してまいります。 

  

 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成19年３月31日）現在において当社グループが判断したもの

であります。 

(1）経済状況 

 当社グループは、世界各国で電源機器の販売を行っているため、国内及び海外経済状況の影響を受けます。日本、アジア、

北米、欧州、その他の地域における市場の縮小や需要の減退は、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(2）海外事業展開によるリスク 

 当社グループは製品のコストダウンを推進するため、積極的に生産拠点の海外展開を推進してきました。しかしながら、一

部地域においては注意を要する社会情勢にあり、この情勢が悪化した場合には、子会社における事業運営が難しくなり、当社

グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 また、事業を展開していくうえで、海外においては種々のリスクが内在し、事業を展開している国において、例えば輸出ま

たは輸入規制、税制または税率の変更、税務問題、その他経済的、社会的、政治的な変動が生じた場合には、当社グループの

業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(3）為替・金利変動によるリスク 

 当社グループはグローバルに事業を展開しているため、日本における円建て取引以外に、欧州、米国、アジア等において外

貨建てによる取引を行っております。当社の外貨建て取引の日本円換算時にはその影響を も小さくするべく手段を講じてお

りますが、急激に為替が変動した場合には、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。同じように、在外子会

社の売上、費用、資産等の外貨建て項目は財務諸表作成のため円換算されており、その換算レートによっては、財務諸表を構

成する資産価値に悪影響を及ぼす可能性があります。 

特に当社グループが生産を行っている中国、東南アジア等における通貨価値の上昇は、製造と調達コストの上昇を招き、こ

れを販売価格に反映できない場合、あるいは新たなコストダウンが達成できない場合には、当社グループの業績に悪影響を及

ぼす可能性があります。 

 また、当社グループは金利変動リスクを抱える負債を有しており、金利の変動により当社業績に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。 

(4）競合に関するリスク 

 当社グループが事業を展開している市場には多くの競合企業があり、たいへん厳しい競争が繰り広げられています。いくつ

かの企業においては、当社グループより開発、生産、販売において多くの資源を投入し、価格による差別化をなしえたり、新

しい技術をもった製品を提供しシェアを拡大する可能性もあります。当社グループも開発から生産、販売に至る体制を強化し

ておりますが、市場動向やその変化について十分な予測と対応ができず、厳しい価格競争に対応したコストダウンや競合製品

に打ち勝つ製品開発ができない場合には、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(5）知的財産権に関するリスク 

 当社グループは新たな技術や独自のノウハウを蓄積し、これを知的財産権として取得し、他社と差別化を図り事業を優位に

展開しております。しかしながら、当社グループの知的財産権等の保護に関する措置が十分でない場合、当社グループの知的

財産権等の不正な使用、あるいは当社グループにより第三者の知的財産権等を侵害している可能性が判明するおそれがあり、

当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 また、当社グループの製品の一部には他社の知的財産権等を利用し開発されたものがあります。将来、当社グループが必要

とする知的財産権等を合理的な条件で更新、使用できるという保証はなく、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。 

(6）原材料及び部品に関するリスク 

 原材料の高騰や需給バランスの悪化により、当社グループの生産活動に必要な部品、原材料の価格が上昇することが懸念さ

れています。また、仕入先より生産活動に必要な部品、原材料の供給が滞った場合など、当社グループの業績に悪影響を及ぼ

す可能性があります。 

(7）品質に関するリスク 

 当社グループは主たる工場でISOの品質管理認証を取得し、優れた品質の製品と信頼性の高いサービスを供給しております。

しかしながら、全ての製品、サービスに不具合が生じないという保証はなく、製造物責任や大規模なリコール、不具合が原因

の高額な間接損害などが発生した場合には、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(8）環境規制に関するリスク 

 欧州でのＲｏＨＳ規制や大手ユーザーのグリーン調達など地球環境保全に関する動きが高まっております。当社グループで

も地球環境保全を重要課題の１つとして取り組んでおりますが、これらの社会的な要請に対応した製品をタイムリーに市場に

投入できない場合や、規制がより厳しくなり、これら規制に対応するため多額の投資が余儀なくされるような場合、不測の事



態により環境問題が発生した場合には、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(9）災害に関するリスク 

 当社グループは火災、地震、台風等の災害に対して、被害を 小にするべく防災体制の整備を進めておりますが、これら災

害の発生により、物的、人的被害が発生した場合には、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(10）その他のリスク 

 当社グループは事業を遂行するにあたり、リスク対応を重要な方針の１つとしておりますが、各種規制、法律及び会計制度

の重要な変更、情報の不正使用及び漏洩、人材の不足、租税、戦争、テロ等、ここに記載されている以外の様々なリスクが発

生するおそれがあり、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

 当社グループは、スイッチング電源（ＳＰＳ）、無停電電源装置（ＵＰＳ）の電源機器と保守サービスを組み合わせたトータ

ル・パワー・ソリューションを提供するべく、これに必要な電源機器の高効率化・省エネ化・小型化を目指し、ユニット電源や

オンボード電源、パワーモジュール、ＵＰＳ、フィルタ関連商品等、世界市場に対応する製品の開発に注力してまいりました。 

 通信・ＩＴ市場、ＦＡ・基幹産業市場動向を見据え、ＳＰＳにおいては、グローバルな市場要求に対応できる標準電源の開

発、拡充を図るとともに、地球の環境保全を課題とし、欧州連合の環境に対する有害６物質の使用を規制するＲｏＨＳ指令への

対応を配慮した製品を開発しております。 

 また、ＴＤＫ株式会社と電源ライン用ＥＭＣフィルタを共同開発し、量産化を進めております。この共同開発を行うため、当

社とＴＤＫ株式会社のＥＭＣフィルタ関連の開発・設計部門を統合しました。 

 ＵＰＳにおいては、旧機種の切替えを積極的に推進するべく、後継機種の開発に注力しました。できる限りプラットフォーム

の共通化を促進し、ＱＣＤの面で改善を図っています。 

 技術開発体制は、長岡、筑波を含む日本、シンガポール、イスラエル、中国、米国、英国の各技術拠点において行われてお

り、海外子会社の技術拠点では、標準電源の開発に加え地域に密着した新規市場開拓を目標にカスタム電源の設計に注力してい

ます。 

 当連結会計年度における研究開発費の総額は34億５千２百万円で、主要な成果は次のとおりです。 

（1）AC/DCパワーモジュール「PFE500シリーズ」（１モデル３機種）と「PFE700シリーズ」（１モデル１機種）を開発しまし

た。国内で初めて、高調波電流抑制機能とDC/DCコンバータ機能を１パッケージのフルブリックサイズに集約しました。従

来品に比べ、PFE500シリーズでは約１／２、PFE700シリーズでは約１／３となる省スペース化を実現しています。 

（2）通信パワーアンプ市場で期待される新デバイスのGaNをターゲットとして、AC/DCパワーモジュール「PAH450S48」（１モデ

ル１機種）を開発しました。独自のトランス構造、特許出願中の回路技術により業界 高水準の高効率と高電力密度を達成

しました。 

（3）半導体製造装置、医療用機器、自動車電装品検査装置などの試験・計測用の電源として、プログラマブル可変電源

「Genesys 2U 3.3ｋW」を開発しました。19インチ２Ｕラックサイズでは国内 高クラスの省スペース・高電力を実現し、

従来の１Ｕ 1.5ｋＷタイプから電力密度を約10％改善し、小型化が図られています。幅広い出力電圧モデルのラインアップ

により、各種の市場要求に応えます。 

（4）ユニット電源「HWS1800Tシリーズ」（１モデル10機種）と「HWS1000シリーズ」（１モデル10機種）を開発しました。半導

体製造装置、モータ、LED表示機、通信機器等の幅広い市場要求に応えるため、10機種に及ぶ多様な出力電圧モデルをライ

ンアップしました。 

（5）リチウム電池搭載ＵＰＳ「DL9126シリーズ」を開発しました。従来のＵＰＳでは蓄電媒体として鉛バッテリを使用していま

したが、リチウム電池を使用することにより完全な鉛フリーのＵＰＳを実現させました。また、通信機能の拡張スロットを

備えた新ＵＰＳ「DL9127シリーズ」と「DL9145シリーズ」、三相入力－単相出力「DL9351シリーズ」を開発しました。現行

機種とプラットフォームや部材、生産方式の共通化を図り、コストダウンと品質の向上を実現しています。 

  

 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は次のとおりであります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成19年３月31日）現在において当社グループが判断したもの

であります。また、次期以降の見通しに関する記述につきましては、当社が合理的であると判断したものであり、実際の業績

は、主要市場の経済状況や為替相場の変動その他環境の変化により、異なる結果となることがあります。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。 

 この連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発債務の開示ならびに報告期間における収

益・費用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定設定を行っております。経営陣は、貸倒債権、投資、法人税等、財務活

動、退職給付債務、偶発事象や訴訟等に関する見積り及び判断に対して継続して評価を行っております。過去の実績や状況に

応じ合理的と考えられる様々な要因に基づき見積り及び判断を行い、その結果は他の方法では判定しにくい資産・負債の簿価

及び収益・費用の報告数値についての判断の基礎となります。実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、当初の見積

りと異なる場合があります。当社は、特に以下の会計方針が、当社グループの連結財務諸表の作成において使用される判断と

見積りに重要な影響を及ぼすと考えております。 

① 貸倒引当金 

 当社グループは、顧客の支払不能時に発生する損失の見積額について貸倒引当金を計上しております。顧客の財政状態が

悪化しその支払能力が低下した場合、追加引当が必要となる可能性があります。 

② 投資有価証券及び投資 

 当社グループは、時価のある投資有価証券を市場価格等の時価をもって連結貸借対照表に計上し、評価差額は税効果会計

適用後の金額を全額純資産の部に計上しております。これらの株式には価格変動性が高い公開会社の株式と、株価の決定が

困難である非公開会社の株式等が含まれます。当社グループは投資価値の下落が一時的ではないと判断した場合は、投資の

減損を計上しております。公開会社の株式への投資については、通常決算日における時価（終値）が取得価額の50％以上下

落した場合に、投資の減損を計上しております。また、決算日の時価の下落率が取得価額の30％以上50％未満の場合には、

一定の基準にしたがって回復の可能性の有無を検討し、回復の可能性がないと判断した場合に投資の減損を計上しておりま

す。非公開会社への投資については、それらの会社の１株当たりの純資産額が、株式取得時に比べて50％以上下落した場合

に減損を計上しております。なお、当連結会計年度は228千円の減損を計上しました。将来の市況悪化または投資先の業績不

振により、現在の簿価に反映されていない損失または簿価の回収不能が発生した場合、評価損の計上が必要となる可能性が

あります。 

③ 固定資産の回収可能性 

 当社グループは、有形固定資産等「固定資産の減損に係る会計基準」において対象とされる固定資産について、その資産

の市場価格や経営環境ならびにその資産を使用した営業活動から生ずる損益等から減損の兆候があると判定された固定資産

について、回収可能価額が帳簿価額を著しく下回る場合、回収可能価額まで減損処理を行っております。回収可能価額は、

見積将来キャッシュ・フロー等その他の見積り及び仮定から合理的に決定しておりますが、事業計画や市場環境の変化によ

りこれらの見積り及び仮定が将来変更された場合、減損損失額の増加または新たな減損損失の計上が必要となる可能性があ

ります。 

④ 繰延税金資産 

 当社グループは、繰延税金資産について、将来の課税所得及び慎重かつ実現可能性の高い継続的な税務計画を検討のうえ

計上しておりますが、その全部または一部を将来実現できないと判断した場合、当該判断を行った連結会計年度に繰延税金

資産の調整額を費用として計上することとしております。 

  

 



⑤ 退職給付費用 

 従業員退職給付費用及び債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出されております。これらの前提条件に

は、将来の報酬水準、退職率、直近の統計数値に基づいて算出される死亡率及び年金資産の長期収益率などが含まれます。

当社の年金制度においては、割引率は日本の国債の市場利回りを基準に在籍従業員の平均残存勤務年数を参考に調整して算

出しております。当社は総合設立型厚生年金基金に加入しておりますが、当社の拠出に対応する年金資産残高の合理的計算

が困難なため、加入人数按分により当社分相当額の年金資産額を算出しております。期待運用収益率は、年金資産が投資さ

れている資産の種類毎の長期期待運用収益率の加重平均に基づいて計算されます。実際の結果が前提条件と異なる場合また

は前提条件が変更された場合、その影響は累積され将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において

認識される費用及び計上される債務に影響を及ぼします。近年の割引率の低下及び年金資産運用での損失は当社の年金費用

に対して悪影響を及ぼします。未認識数理計算上の差異の償却は年金費用の一部を構成しておりますが、前提条件の変化に

よる影響や前提条件と実際との結果の違いの影響を規則的に費用認識したものであります。 

  

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

 当社グループの当連結会計年度の経営成績は、次のとおりであります。 

① 売上高 

 売上高は、前連結会計年度に比べ144億９千５百万円増加し、539億３千６百万円（前連結会計年度比136.8％）となりまし

た。製品別にみますと、スイッチング電源の売上高は461億２千１百万円（同比144.0％）、無停電電源装置の売上高は78億

１千５百万円（同比105.6％）となりました。地域別では国内売上で245億５千７百万円（同比101.6％）、海外売上で293億

７千９百万円（同比192.4％）となりました。当連結会計年度はラムダ欧米グループが通年で売上に寄与することに加え、ス

イッチング電源が海外市場において好調だったことで、特に北米、欧州がそれぞれ91億２千２百万円（同比243.6％）、96億

２千万円（同比254.8％）と大幅に伸長いたしました。 

② 売上原価、販売費及び一般管理費 

 売上原価は、売上高の増加にともない、前連結会計年度に比べ85億１千６百万円増加し、368億１千１百万円となりまし

た。売上高に対する売上原価の比率は3.5ポイント低下して68.2％となっております。 

 販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ69億３百万円大幅に増加し、162億１千３百万円となりました。これは主

に前連結会計年度に発生したのれん償却額が通年にわたり影響したことによるものです。 

③ 営業利益 

 営業利益は、前連結会計年度に比べ９億２千５百万円減少し、９億１千２百万円となりました。これは主に販売費及び一

般管理費が大幅に増加したことによるものです。これにより売上高に対する営業利益率は３ポイント低下して1.7％となって

おります。 

④ 営業外損益（営業外収益及び営業外費用） 

 営業外損益の純額は、前連結会計年度に比べ２億２千５百万円減少し、５千万円の費用計上となりました。これは主に支

払利息の増加と為替変動にともなう為替差損益の収支が悪化したことによるものです。 

⑤ 経常利益 

 経常利益は、前連結会計年度に比べ11億５千万円減少し、８億６千１百万円となりました。これは主に営業利益の減少と

営業外損益の費用計上によるものです。 

⑥ 特別損益（特別利益及び特別損失） 

 特別損益の純額は、４億１百万円の損失となりました。当連結会計年度は特別利益として筑波遊休土地等の売却による固

定資産売却益を３億５百万円計上したほか、特別損失としてＲｏＨＳ規制に適合しない部品・製品の除却等によるたな卸資

産除却損５億４千７百万円、ラムダ欧州グループの既存ＥＲＰシステムの除却等による固定資産除却損１億２千９百万円を

計上しました。 

⑦ 税金等調整前当期純利益 

 税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度に比べ12億５千７百万円減少し、４億６千万円となりました。これは主に経

常利益の減少と特別損益の損失計上によるものです。 

 



⑧ 法人税等 

 法人税、住民税及び事業税は、前連結会計年度に比べ４億９千４百万円増加し、８億５百万円となりました。法人税等調

整額については、前連結会計年度に比べ10億７百万円大幅に減少し、５億１千７百万円となりました。税金等調整前当期純

利益に対する税効果会計適用後の法人税等の負担率は、通年で発生したのれん償却額で押し上げられて287.5％となりまし

た。 

⑨ 少数株主損益 

 少数株主損益は、北京聨美為華電源技術有限公司及びデンセイ（タイランド）CO.,LTDの少数株主に帰属する利益からなる

ものです。 

⑩ 当期純損失 

 当連結会計年度は、前連結会計年度の当期純損失１億１千９百万円に比べ７億４千万円損失が増加し、８億６千万円の当

期純損失を計上することになりました。１株当たり当期純損失は前連結会計年度の6.46円から39.92円となっております。 

  

(3）当連結会計年度の財政状態の分析 

 当連結会計年度末の総資産の合計は、前連結会計年度末に比べ34億１千３百万円増加し、430億８千６百万円となりました。

これは主に、資産の部では筑波遊休土地の売却による有形固定資産の減少や、前連結会計年度から始まったのれんの償却が終

了したことによる無形固定資産の減少等がありましたが、売上高の増加等に起因した売掛債権やたな卸資産等の流動資産が増

加し、一方負債の部では、資金調達を親会社グループに大きく変化させたことによる短期借入金の増加や、将来減算一時差異

の減少により相殺関係の繰延税金負債が増加し、全体として総資産が増加しました。 

 純資産合計においては、純資産から控除される為替換算調整勘定が大幅に減少したことに加え、その他有価証券の時価評価

により発生する評価差額金の増加がみられましたが、営業収益の低下による利益剰余金の減少により若干の減少となりまし

た。 

 これらの結果、自己資本比率は前連結会計年度末の45.3％から41.0％へと低下し、デット・エクイティ・レシオは有利子負

債残高の増加により前連結会計年度の0.36から0.56へと上昇しております。 

  

(4）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社グループを取り巻く事業環境は主として設備投資意欲の動向が大きな変動要因になっており、当連結会計年度は昨年と

比して堅調に推移しましたが、下期に入り半導体設備投資にかげりが見え始めたものの、地道な拡販政策が全体の底上げを果

たし、その影響を 小限に抑えることができました。 

 スイッチング電源では国内海外ともにメインプレイヤーが固定されつつあり、長期にわたる利益と顧客を確保し続けるに

は、価格や納期だけでなく将来を見据えた世界的視野での商品戦略とそれぞれの地域の多様な付加価値性を高め、顧客が求め

る品質とサービスを提供して市場の評価を得なければならない環境となっております。特に海外市場では価格と納期が絶対的

な優位性をもたらした環境が緩やかに変化を見せ始めております。この環境の変化は当社グループにとって向かい風となるも

のではなく、ビジネス機会を増幅させる変化であると考えられます。これは永く電源ビジネスを世界展開してきた当社グルー

プの歴史と、当社グループが実現した全ての地域でのフルファシリティーを備えていることにより顧客との繋がりが強まり、

今後の事業展開を有利にさせるものと確信しております。また、フルラインアップを完了させたＲｏＨＳ規制対応のＨＷＳシ

リーズは国内外の顧客から絶大な支持をいただき、今後も大きく期待できる製品となりました。製品開発についてはＴＤＫグ

ループとの融合を推進し、ＴＤＫグループのもつ部品・素材開発力を活かし電源市場が欲する画期的な新製品の開発を進める

とともにＨＷＳシリーズの分野対応標準化やＶＥ／ＶＡを恒常的に取り組んでまいります。 

 無停電電源装置では、引き続き日本経済の回復基調に支えられ電源設備の入替需要を主体に投資が続くと予想されており、

国民保護法から波及する、県防災システム・ＦＡシステム、消防システム及び金融機関での重要店舗のバックアップ電源強化

等といった需要の増大や、さらには地上波デジタル放送の普及を背景に、放送機器等に向けたこれまでの交流電源を主体とし

たバックアップ電源から直流で稼動する直流バックアップ電源への投資も活発になると予想されます。しかし、部品の高騰は

しばらく続くと考えられ、生産コストの上昇が懸念されます。このような中で当社グループは部材等の共通化を図り原価低減

を目指してまいります。 

 



(5）戦略的現状と見通し 

 当社グループとしては、これらの状況をふまえ、今後も当社グループ製品を売上の基幹に据え、より一層海外戦略の拡大を

進めていくとともに、ＴＤＫグループとの関係をより強固なものとし、成長を維持しながらも収益性の高いスリムな事業体制

を構築してまいります。 

 スイッチング電源では、ラムダ欧米グループ買収により世界の電源メーカーでも類を見ないアジア・中国・欧州・中東・北

米・日本の全地域に生産・開発・販売・サービスの全ての機能を備えているという優位性を発揮して各々の地域に 適な付加

価値とサービスを提供し、顧客満足度とビジネス機会の拡大、さらにはグローバルな商品開発を推進してまいります。また、

欧・米・アジア・日本の４拠点のビジネス情報を定期的に交換する仕組みを構築し、潜在的需要をもった多くの市場に対し

て、競争力の強い商品を迅速に提供してまいります。また、ＴＤＫグループと当社グループの双方の販売チャネルや商品の融

合が進み、部品ビジネスにおけるＴＤＫグループの市場に対する優位性を有効活用していくことで拡販に関する良好な環境が

整備されました。この環境を成果へと繋げるためにＳＡＦ(戦略的プロセスマネージメントツール)の海外展開ならびに習熟度

向上を含めた営業マン教育、特約店教育、販売ツールの整備、さらには海外市場を睨んでグローバルに活躍できる優秀な人材

の育成などを着実に実施してまいります。 

 無停電電源装置では、地上波デジタル放送向けの新製品として直流バックアップ電源を投入しビジネスの取り込みを図って

いくとともに、光通信の普及にともない通信機器の電源バックアップのための製品も提供してまいります。また、近年多発す

る雷がもたらす一瞬の電圧低下障害に対応するため、コンサルティング機能を強化して瞬時電圧低下保護装置の販売力を強化

してまいります。一方、生産面ではデンセイ（タイランド）CO.,LTDを有効活用することで原価低減を図るとともに、現地調達

を促進してまいります。 

  

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① 連結キャッシュ・フロー 

 連結キャッシュ・フローにつきましては、第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2）キャッシュ・フローにおいて記述

の通りであります。 

② 資金需要 

 当社グループの資金需要は、製品の製造販売に関わる部材購入費や営業費用などの運転資金、設備資金が主なものであり

ます。これらの資金需要に対しては、内部資金のほか借入金により十分な資金を調達しております。従来はコミットメン

ト・ライン契約を締結しておりましたが、実質的な親会社であるＴＤＫ株式会社より資金調達ができるよう契約を締結し、

十分な資金枠を確保しております。 

 当社グループとしましては、引き続き株主資本の充実、有利子負債の削減、キャッシュ・フロー創出力の向上など財務安

定性の改善に取り組んでまいります。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

 当社グループ(当社及び連結子会社)では、お客様に価値あるトータル・パワー・ソリューションを提供することを基本方針に

掲げ、ＴＤＫグループの一員として、電源ビジネスの最適体制の構築を目指し、当連結会計年度はスイッチング電源の生産設備

を中心に、生産能力の拡大、生産工程の省力化、設備更新等を目的として有形固定資産全体で13億４千万円の投資を実施しまし

た。 

 また、当連結会計年度において経営資源の有効活用の一環として、筑波遊休土地の売却による売却益３億３百万円を計上して

おります。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

  

(2）国内子会社 

 

        平成19年３月31日現在

事業所 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額

従業員数
（人） 建物及び構

築物 
（千円） 

機械装置及
び運搬具 
（千円） 

土地
（千円） 
(面積㎡) 

その他
（千円） 

合計 
（千円） 

長岡事業所 
(新潟県長岡市) 

電源機器 生産設備 153,141 363,409
533,418
(12,069)

110,843 1,160,813 
234
(85) 

筑波事業所 
(茨城県阿見町) 

電源機器 生産設備 630,083 181,855
1,640,095

(56,507)
133,914 2,585,948 

168
(23) 

本社 
(東京都品川区) 

会社統括業
務・電源機器 

統括業務施設 40,519 －
－
(－)

29,966 70,485 
95
(2) 

SP営業統括部他 電源機器 
営業・営業統
括施設 

82,878 204
16,403
(51,444)

58,153 157,640 
192
(8) 

        平成19年３月31日現在 

会社名 
事業所 

(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人） 建物及び

構築物 
（千円） 

機械装置及
び運搬具 
（千円） 

土地
（千円） 
(面積㎡) 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

デンセイ・ラム
ダ・ファシリテ
ィーズ㈱ 

本社 
(茨城県阿見町) 

電源機器 

会社統括業
務施設・測
定設備・物
流施設 

55 1,087
－

(－)
896 2,039 

28
(23) 



(3）在外子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は工具器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

なお、金額には消費税等を含んでおりません。 

２．土地及び建物の一部を賃借しております。主要な事業所並びに子会社の年間賃借料は以下のとおりであります。 

なお、ネミック・ラムダ（マレーシア）SDN.BHD.は、60年契約でジョホール州政府及びパハン州政府より借り上げた土

地について資産（土地）計上し、契約期間にわたり均等額を償却しております。 

    ３．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

 

        平成19年３月31日現在 

会社名 
事業所 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人） 

建物及び
構築物 
（千円） 

機械装置及
び運搬具 
（千円） 

土地
（千円） 
(面積㎡) 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

ネミック・ラムダ
(シンガポール)
PTE.LTD. 

TOAPAYOHNORTH. 
SINGAPORE 

電源機器 営業施設 7,234 39,602
－
(－)

12,936 59,773 
57
(1)

ネミック・ラムダ
(マレーシア)
SDN.BHD. 

SENAI,JOHOR, 
MALAYSIA 

電源機器 生産設備 277,064 998,143
61,412

(52,280)
48,690 1,385,310 

1,308
(－)

ネミック・ラムダ
LTD. 

KARMIEL ISRAEL 電源機器 生産設備 4,538 201,330
－

(3,313)
31,743 237,612 

160
(－)

無錫聨美蘭達電子
有限公司 

WUXI,JIANGSU, 
CHINA 

電源機器 生産設備 － 647,339
－

(7,056)
65,804 713,143 

518
(391)

北京聨美為華電源
技術有限公司 

BEIJING CHINA 電源機器 営業設備 78 233
－
(－)

83 395 
3

(－)

デンセイ(タイラ
ンド)CO.,LTD. 

PATHUMTHANI 
THAILAND 

電源機器 生産設備 44,623 101,509
33,346

(14,400)
3,773 183,252 

188
(－)

ラムダアメリカズ
INC. 

NEPTUNE, 
NEW JERSEY, 
U.S.A. 

電源機器 生産設備 414,438 278,533
271,846
(44,475)

120,260 1,085,078 
269
(26)

ラムダエレクトロ
ニクス（カナダ）
INC. 

QUEBEC, 
CANADA 

電源機器 営業施設 － －
－
(－)

－ － 
1

(－)

ラムダGmbH 
ACHERN, 
GERMANY 

電源機器 営業施設 17,660 5,222
－
(－)

35,055 57,938 
54
(15)

ラムダSAS 
LES ULIS CEDEX, 
FRANCE 

電源機器 営業施設 － 4,334
－
(－)

－ 4,334 
17
(1)

ラムダS.r.l. 
MILANO,  
ITALY 

電源機器 営業施設 1,828 －
－
(－)

6,873 8,702 
15
(－)

クータン・ラムダ
LTD. 

ILFRACOMBE 
DEVON, 
UNITED KINGDOM 

電源機器 生産設備 136,314 1,021,040
－
(－)

106,448 1,263,802 
289
(20)

ラムダスカンジナ
ビアAB 

AKERSBERGA,  
SWEDEN 

電源機器 営業施設 － 2,579
－
(－)

1,097 3,677 
3

(－)

 (1）提出会社 ：本社   89,548千円  SP営業統括部（上野）   36,610千円 

 (2）在外子会社 ：無錫聨美蘭達電子有限公司   43,152千円 

：ネミック・ラムダLTD.     27,471千円 

：ラムダアメリカズINC.     53,960千円 

：ラムダGmbH          47,786千円 

：クータン・ラムダLTD.     30,693千円 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効果等を総合的に勘案して策定しております。設備計画は原

則的に連結会社各社が個別に策定し、計画策定にあたってはグループ会議において提出会社を中心に調整を図っております。 

 なお、当連結会計年度末現在の重要な設備の新設の計画は以下のとおりです。 

  

(1）重要な設備の新設 

  

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

  

  

会社名 所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 
完成後の
増加能力 

(％) 
総額

（百万円） 
既支払額

（百万円） 
着手 完了 

ネミック・ラ
ムダ(マレー
シア)
SDN.BHD. 

SENAI,JOHOR, 
MALAYSIA 

電源機器 
電源機器 
生産設備 

70 －
自己資金及
び借入金 

平成19.4 平成19.7 
生産能力
20％増加 

デンセイ(タ
イランド)
CO.,LTD. 

PATHUMTHANI 
THAILAND 

電源機器 
電源機器 
生産設備 

50 －
自己資金及
び借入金 

平成19.10 平成19.12 
生産能力
30％増加 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 80,000,000 

計 80,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
(平成19年３月31日) 

提出日現在発行数（株）
(平成19年６月27日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 21,830,110 21,831,710
東京証券取引所
大阪証券取引所 
各市場第一部 

－ 

計 21,830,110 21,831,710 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成14年６月26日定時株主総会決議 

 （注） 権利行使の条件は、以下のとおりであります。 

(1）権利者のうち取締役、監査役及び執行役員は、権利行使時においても当社または当社の関係会社の取締役もしくは監査

役または執行役員であることを要する。権利者のうち従業員は、権利行使時においても、当社または当社の関係会社の

取締役もしくは監査役または執行役員あるいは従業員であることを要する。但し、当社が認める一定の事由で退任、退

職した場合は、退任、退職の時より６ヵ月間に限り権利を行使できるものとする。 

(2）権利者が死亡した場合には、相続人は、相続が開始した時より１年間に限り、権利行使可能とする。 

(3）その他の権利行使の条件については、本定時株主総会及び取締役会決議に基づき、割当契約に定める。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．新株予約権の行使によるものであります。 

２．平成19年４月１日から平成19年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が1,600株、資本金が

632千円、資本準備金が630千円それぞれ増加しております。 

 

  
事業年度末現在

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 666 650 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 66,600 65,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 789 同左

新株予約権の行使期間 
自 平成18年1月11日
至 平成25年1月10日 

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    789
資本組入額    395 

同左

新株予約権の行使の条件 （注） 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他一切の処
分は認められないものとす
る。 

同左

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日 
（注１） 

13,900 21,818,210 5,490 2,946,516 5,476 2,808,626

平成18年４月１日～ 
平成19年３月31日 
（注１） 

11,900 21,830,110 4,700 2,951,216 4,688 2,813,315



(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式286,650株（うち、ストックオプション制度に係るもの138,000株）は「個人その他」に2,866単元（286,600

株）及び「単元未満株式の状況」に50株それぞれ含めて記載しております。 

なお、この自己株式数は株主名簿記載上の株式数であり、平成19年３月31日現在の実質的な保有株式数は、286,598株で

あります。 

２．上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ25単元（2,500

株）及び18株含まれております。 

  

 

     平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 38 28 129 56 1 6,755 7,007 －

所有株式数
（単元） 

－ 31,117 809 2,217 143,242 4 39,921 217,310 99,110

所有株式数の
割合（％） 

－ 14.32 0.37 1.02 65.92 0.00 18.37 100.00 －



(6）【大株主の状況】 

 （注）１．上記信託銀行の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

２．ラムダ・ホールディングズINC.及びラムダ・ファー・イーストLTD.については、ＴＤＫ株式会社が間接的に株式を100％

保有する子会社であります。 

３．上記のほか、実質的に保有する自己株式が286千株あります。 

 

    平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ラムダ・ホールディングズ 
INC. 
（常任代理人 ＴＤＫ株式会
社） 

515 BROAD HOLLOW ROAD MELVILLE, N.Y. 
11747 U.S.A. 
（東京都中央区日本橋１丁目13－１） 

10,639 48.73 

ラムダ・ファー・イースト 
LTD. 
（常任代理人 ＴＤＫ株式会
社） 

APEX PLAZA, FORBURY ROAD, READING, 
BERKSHIRE RG1 1AX U.K. 
（東京都中央区日本橋１丁目13－１） 

2,051 9.39 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８－11 1,746 8.00 

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナ
ショナル・リミテッド 
（常任代理人 モルガン・ス
タンレー証券株式会社） 

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON 
E14 4QA ENGLAND 
（東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３恵比寿
ガーデンプレイスタワー） 

517 2.36 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 486 2.22 

ゴールドマン・サックス・イ
ンターナショナル 
（常任代理人 ゴールドマ
ン・サックス証券株式会社） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.K.
（東京都港区六本木６丁目10－１六本木ヒ
ルズ森タワー） 

456 2.09 

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 187 0.85 

エイチエスビーシーファンド 
サービシイズスパークスアセ
ットマネジメントコーポレイ
テッド 
（常任代理人 香港上海銀行
東京支店） 

1 QUEEN'S ROAD CENTRAL HONG KONG 

（東京都中央区日本橋３丁目11－１） 
164 0.75 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 156 0.72 

デンセイ・ラムダ持株会 東京都品川区東五反田１丁目11－15 139 0.63 

計 － 16,545 75.79 

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 1,746千株  

  日本マスタートラスト信託銀行株式会社 486千株  

  野村信託銀行株式会社 187千株  

  三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 67千株  



４．りそな信託銀行株式会社から、平成19年１月15日付の大量保有報告書の写しの送付があり、同日現在で以下のとおり株

式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当期末時点における実質所有株式数の確認ができませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、りそな信託銀行株式会社の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

りそな信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町１丁目１－２ 1,105 5.06 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式2,500株が含まれております。また、「議決権の

数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数25個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

 （注）１．上記「自己名義所有株式数」には、旧商法第210条ノ２第２項（ストックオプション制度）の規定により取得した自己株

式138,000株（議決権の数1,380個）が含まれております。 

２．上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が100株（議決権の数１個）ありま

す。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。 

 

    平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   286,500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 21,444,500 214,445 － 

単元未満株式 普通株式   99,110 － － 

発行済株式数 21,830,110 － － 

総株主の議決権 － 214,445 － 

      平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合計
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

デンセイ・ラム
ダ株式会社 

東京都品川区東
五反田1丁目11番
15号 

286,500 － 286,500 1.31

計 － 286,500 － 286,500 1.31



(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は旧商法第210条ノ２の規定に基づき、自己株式を買付ける

方法、旧商法280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであります。 

 当該制度の内容は、以下の通りであります。 

  

（平成12年６月27日定時株主総会決議） 

 旧商法第210条ノ２の規定に基づき、当社が自己株式を買付ける方法により、平成12年６月27日第23期定時株主総会終結の

時において在任する常勤取締役及び在職する執行役員に対し新株引受権を付与することを平成12年６月27日の定時株主総会

において決議されたものであります。 

 （注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により調整を行うものとするが、かかる調整は当該時点で行使され

ていない新株予約権の目的となる株式数について行う。 

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により譲渡価額を調整するものとする。ただし、調整の結果生じる

１円未満の端数はこれを切り上げるものとする。 

また、時価を下回る価額による新株の発行が行われる場合は、次の算式により譲渡価額を調整し、調整の結果生じる１

円未満の端数は切り上げるものとする。 

当社が他社と吸収合併もしくは新設合併又はその他の組織変更を行う場合、当社は、取締役会の決議に基づき、かかる

合併又はその他の組織変更にかかる契約の定めに従い、譲渡価額につき、必要又は相当と認められる調整をする。 

３．権利行使の条件は、以下のとおりである。 

(1）権利者は、権利行使時においても当社または当社の関係会社の取締役または執行役員であることを要する。但し、当

社が認める一定の事由で退任、退職した場合は、退任、退職の時より６ヵ月間に限り権利を行使できるものとする。 

(2）権利者が死亡した場合には、相続人は、相続が開始した時より１年間に限り、権利行使可能とする。 

(3）その他の権利行使の条件については、本定時株主総会及び取締役会決議に基づき、付与契約に定める。 

  

 

決議年月日 平成12年６月27日

付与対象者の区分及び人数 常勤取締役及び執行役員４名

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 47,000株（注１）

新株予約権の行使時の払込金額 2,229円（注２）

新株予約権の行使期間 平成15年６月30日～平成22年５月31日 

新株予約権の行使の条件 （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入、その他一切処分は認めない。 

代用払込みに関する事項 －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

  
調整後譲渡価額 ＝ 調整前譲渡価額 × 

１ 

  分割・併合の比率 

          
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

  
調整後譲渡価額 ＝ 調整前譲渡価額 × 

新規発行前の１株当たり株価 

  既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



（平成13年６月26日定時株主総会決議） 

 旧商法第210条ノ２の規定に基づき、当社が自己株式を買付ける方法により、第24期定時株主総会終結の時において在任す

る常勤取締役、在職する執行役員及び平成13年4月26日において在職するマネジメントＡまたはエキスパートＡ職以上の資格

を有する従業員に対し新株引受権を付与することを平成13年６月26日の定時株主総会において決議されたものであります。 

 （注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により調整を行うものとするが、かかる調整は当該時点で行使され

ていない新株予約権の目的となる株式数について行う。 

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により譲渡価額を調整するものとする。ただし、調整の結果生じる

１円未満の端数はこれを切り上げるものとする。 

また、時価を下回る価額による新株の発行が行われる場合は、次の算式により譲渡価額を調整し、調整の結果生じる１

円未満の端数は切り上げるものとする。 

当社が他社と吸収合併もしくは新設合併又はその他の組織変更を行う場合、当社は、取締役会の決議に基づき、かかる

合併又はその他の組織変更にかかる契約の定めに従い、譲渡価額につき、必要又は相当と認められる調整をする。 

３．権利行使の条件は、以下のとおりである。 

(1）権利者のうち取締役及び執行役員は、権利行使時においても当社または当社の関係会社の取締役または執行役員であ

ることを要する。権利者のうち従業員は、権利行使時においても、当社または当社の関係会社の取締役、執行役員ま

たは従業員であることを要する。但し、当社が認める一定の事由で退任、退職した場合は、退任、退職の時より６ヵ

月間に限り権利を行使できるものとする。 

(2）権利者が死亡した場合には、相続人は、相続が開始した時より１年間に限り、権利行使可能とする。 

(3）その他の権利行使の条件については、本定時株主総会及び取締役会決議に基づき、付与契約に定める。 

  

 

決議年月日 平成13年６月26日

付与対象者の区分及び人数 常勤取締役及び執行役員及び従業員59名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 91,000株（注１）

新株予約権の行使時の払込金額 1,817円（注２）

新株予約権の行使期間 平成16年６月30日～平成23年５月31日 

新株予約権の行使の条件 （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入、その他一切処分は認めない。 

代用払込みに関する事項 －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

  
調整後譲渡価額 ＝ 調整前譲渡価額 × 

１ 

  分割・併合の比率 

          
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

  
調整後譲渡価額 ＝ 調整前譲渡価額 × 

新規発行前の１株当たり株価 

  既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



（平成14年６月26日定時株主総会決議） 

 旧商法280条ノ21の規定に基づき、平成14年６月26日第25期定時株主総会終結の時に在任する常勤取締役及び監査役並びに

在職する執行役員及び従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成14年６月26日の定時株主総

会において決議されたものであります。 

 （注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により調整を行うものとするが、かかる調整は当該時点で行使され

ていない新株予約権の目的となる株式数について行う。 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整する。ただし調整の結果

生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

また、時価を下回る価額による新株の発行が行われる場合(新株予約権の行使による場合を除く。)は、次の算式により

払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

３．権利行使の条件は、以下のとおりである。 

(1）権利者のうち取締役、監査役及び執行役員は、権利行使時においても当社または当社の関係会社の取締役もしくは監

査役または執行役員であることを要する。権利者のうち従業員は、権利行使時においても、当社または当社の関係会

社の取締役もしくは監査役または執行役員あるいは従業員であることを要する。但し、当社が認める一定の事由で退

任、退職した場合は、退任、退職の時より６ヵ月間に限り権利を行使できるものとする。 

(2）権利者が死亡した場合には、相続人は、相続が開始した時より１年間に限り、権利行使可能とする。 

(3）その他の権利行使の条件については、本定時株主総会及び取締役会決議に基づき、割当契約に定める。 

  

  

  

決議年月日 平成14年６月26日

付与対象者の区分及び人数 取締役及び監査役並びに執行役員及び従業員117名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 66,600株（注１）

新株予約権の行使時の払込金額 789円（注２）

新株予約権の行使期間 平成18年１月11日～平成25年１月10日 

新株予約権の行使の条件 （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他一切の処分は認めない。 

代用払込みに関する事項 －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

  
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１ 

  分割・併合の比率 

          
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

  
調整後払込額 ＝ 調整前払込額 × 

新規発行前の１株当たり株価 

  既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法第155条第７

号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 （注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株

式は含まれておりません。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株

式は含まれておりません。 

 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 4,184 7,891,923 

当期間における取得自己株式 408 675,342 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った
取得自己株式 

－ － － －

その他 
（自己株式方式による権利行使） 

1,000 1,817,000 － －

保有自己株式数 286,598 － 287,006 －



３【配当政策】 

 当社は、利益配分につきましては、経営基盤の強化を図るために、設備投資、研究開発等に充てるべく必要な内部留保を確保

しつつ、長期的に安定した配当を維持することを基本方針とし、利益状況、事業環境、業績見通し等を総合的に勘案して決定し

ております。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり10円の配当（うち中間配当５円）を実施することを決定しま

した。 

 内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対する備えや経営戦略の展開を図るため設備投資、研究開発

投資等に充ててまいりたいと考えております。 

 当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めておりま

す。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

決議年月日 
配当金の総額 

（千円) 
１株当たり配当額

（円） 

平成18年10月27日 
取締役会 

107,698 5

平成19年６月26日 
定時株主総会 

107,717 5

回次 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 1,639 1,060 1,060 2,670 2,325 

最低（円） 559 559 752 960 1,479 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,925 1,881 2,160 2,325 1,990 1,793 

最低（円） 1,536 1,640 1,768 1,940 1,731 1,520 



５【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

代表取締役社
長 

― 鈴木 武夫 昭和19年３月12日生

昭和42年４月 日本輸出入銀行（現国際協

力銀行）入行 

平成８年６月 株式会社ケンウッド常務取

締役 

平成11年10月 当社顧問 

平成12年２月 当社代表取締役社長（現

任） 

他の会社の代表状況 

ラムダ アメリカズＩＮＣ. ＣＥＯ 

ラムダ エレクトロニクス(カナダ)ＩＮＣ.

取締役社長 

（注）
９ 

12,800

取締役 
執行役員、 
財務本部長 

坂下 俊一 昭和23年10月７日生

昭和47年４月 株式会社住友銀行（現株式

会社三井住友銀行）入行 

平成５年10月 同行葛飾支店長 

平成10年４月 明光証券株式会社（現ＳＭ

ＢＣフレンド証券株式会

社）支配人 

平成13年11月 当社管理本部総務部長 

平成14年７月 当社財務本部財務部長 

平成15年４月 当社財務本部経理部長 

平成16年６月 当社執行役員（現任）、財

務本部長（現任） 

平成18年６月 当社取締役（現任） 

（注）
９ 

1,200

取締役 
執行役員、 
ＳＰＳ生産 
革新担当 

山田 博矩 昭和21年10月４日生

平成９年９月 ネミック・ラムダ株式会社

（現当社）生産本部長 

平成10年６月 同社代表取締役副社長 

平成12年２月 段谷産業株式会社専務取締

役 

平成12年10月 同社取締役副社長 

平成14年９月 日本モレックス株式会社生

産副本部長 

平成16年９月 有限会社ヤマックス生産シ

ステム研究所社長（現任） 

平成18年６月 当社取締役（現任） 

平成19年２月 当社執行役員（現任）、Ｓ

ＰＳ生産革新担当（現任） 

（注）
９ 

1,000

取締役 ― 高橋  実 昭和23年２月12日生 

昭和45年４月 ＴＤＫ株式会社入社 

平成11年３月 同社電子部品事業本部セン

サアクチュエータ事業部長 

平成15年６月 同社執行役員 

平成16年11月 同社センサアクチュエータ

ビジネスグループゼネラル

マネージャー 

平成17年４月 同社技術担当・知的財産担

当（現任）、テクノロジー

グループゼネラルマネージ

ャー（現任） 

平成17年６月 同社常務執行役員（現任） 

平成17年11月 当社取締役（現任） 

（注）
９ 

－



 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

取締役 ― 江南 清司 昭和22年９月14日生

昭和49年１月 ＴＤＫ株式会社入社 

平成９年４月 同社記録メディア事業本部

経営企画部長 

平成12年４月 同社記録メディア・システ

ムズ事業本部市販事業部長 

平成13年４月 同社アドミニストレーショ

ングループ経理部長（現

任） 

平成16年６月 同社執行役員（現任） 

平成17年６月 同社取締役（現任） 

平成17年11月 当社取締役（現任） 

（注）
９ 

－

取締役 ― 能美 史朗 昭和24年５月８日生

昭和49年４月 ＴＤＫ株式会社入社 

平成12年４月 同社経営企画室企画部長 

平成12年７月 同社経営企画部長 

平成13年10月 同社コーポレートストラテ

ジー経営企画部長（現任） 

平成17年６月 同社執行役員（現任） 

平成17年11月 当社取締役（現任） 

（注）
９ 

－

取締役 ― 吉永 悦郎 昭和29年５月29日生

昭和57年４月 ＴＤＫ株式会社入社 

平成11年４月 同社レコーディングメディ

アビジネスグループ人事部

長 

平成19年１月 同社アドミニストレーショ

ングループ人事教育部主幹

（現任） 

平成19年６月 当社取締役（現任） 

（注）
９ 

－

監査役 
（常勤） 

― 鵜殿  武 昭和25年１月16日生

昭和47年１月 株式会社浩南建設入社 

昭和58年12月 ネミック・ラムダ株式会社

（現当社）入社 

平成８年３月 同社販売推進部マネージャ

ー 

平成９年10月 同社スイッチング電源事業

本部マーケティング部担当

部長 

平成13年10月 当社営業統括本部マーケテ

ィング本部ＳＰＳマーケテ

ィング部マネージャー 

平成16年７月 当社管理本部総務部長 

平成17年４月 当社管理本部長付 

平成17年６月 当社監査役（現任） 

（注）
５ 

1,100

監査役 
（常勤） 

― 今野 光明 昭和19年12月28日生

昭和44年12月 ＴＤＫ株式会社入社 

平成２年７月 同社経営管理本部経理部長 

平成13年４月 同社コーポレートストラテ

ジー経営監査部長 

平成14年６月 同社取締役、執行役員 

平成17年６月 同社顧問（現任） 

平成17年11月 当社監査役（現任） 

（注）
６ 

－



 （注）１．ネミック・ラムダ株式会社は、平成11年10月１日に日本電気精器株式会社と合併し、社名をデンセイ・ラムダ株式会社

に変更いたしました。 

２．取締役高橋 実及び江南清司、能美史朗、吉永悦郎の４氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３．監査役今野光明及び矢野裕明、田中健二、和泉賀雄の４氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

４．平成16年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

５．平成17年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

６．平成17年11月29日開催の臨時株主総会の終結の時から４年間 

７．平成18年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

８．平成18年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

９．平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

監査役 ― 矢野 裕明 昭和14年10月14日生

昭和38年４月 三菱商事株式会社入社 

平成７年６月 三菱商事株式会社取締役 

平成８年６月 米国三菱商事会社取締役副

社長 

平成９年４月 三菱商事株式会社常務取締

役 

平成10年４月 米国三菱商事会社取締役社

長 

平成12年６月 三菱商事株式会社顧問 

平成14年６月 株式会社イグナイト・ジャ

パン代表取締役社長(現任) 

平成16年６月 当社監査役（現任） 

（注）
４ 

1,320

監査役 ― 田中 健二 昭和21年８月24日生

昭和44年４月 日本輸出入銀行（現国際協

力銀行）入行 

平成３年５月 同行総務部参事役 

平成３年10月 同行総務部次長 

平成４年７月 同行人事部付参事役 

平成５年６月 同行マニラ首席駐在員 

平成７年12月 同行審査部上席審査役 

平成11年６月 コマツ電子金属株式会社管

理部参事 

平成18年６月 当社監査役（現任）、新華

南石油開発株式会社監査役

（現任） 

（注）
７ 

－

監査役 ― 和泉 賀雄 昭和21年３月14日生

昭和43年４月 日本電気株式会社入社 

平成５年６月 同社企画部長 

平成９年７月 同社理事 

平成12年４月 同社支配人、インターネッ

ト事業戦略室主席主幹 

平成14年６月 東洋通信機株式会社（現エ

プソントヨコム株式会社）

取締役 

平成16年６月 株式会社ＮＥＣ総研副理事

長 

平成18年４月 同社常任顧問 

平成18年６月 当社監査役（現任） 

（注）
８ 

－

        計   17,420



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社はコーポレート・ガバナンスを重要な課題の一つとして位置付け、株主をはじめとする全てのステークホルダーにとって

の企業価値を継続的に発展させていくために、経営管理体制と組織、仕組みの整備を進め、経営の適法化と健全化、効率化を図

るとともに、経営の透明性を高めるため情報開示を充実させていきます。 

(1）会社の機関の内容及び内部統制システム整備の状況 

① 会社の機関の内容 

 当社は監査役制度を採用しており、監査役５名中４名を社外監査役としています。常勤監査役２名（内社外監査役１名）

が重要な会議に出席し、取締役の職務執行を監査するほか、監査役会にて日常監査の状況とともに社外監査役に報告し適宜

協議を行っております。 

 取締役会は法令・定款等に定められた事項、経営方針等の重要事項を討議、決定するとともに、業務執行状況について報

告を受け監督しております。意思決定の迅速化、業務の効率化及び適正化を図るため、取締役会を少人数構成にするととも

に、取締役人数７名中４名を社外取締役としています。 

 また、当社は管理・監督機能の強化と迅速で効率的な意思決定を図るため執行役員制度を導入し、経営の管理・監督機能

と業務執行機能を分離するとともに、常勤の取締役及び監査役、執行役員、各業務執行責任者等の経営幹部をメンバーとす

る執行役員会を設置し、業務執行に係る方針、重要事項を決定し、各メンバーより定期的に業務執行状況の報告を受け、そ

れを取締役会に報告しております。 

② 内部統制システム整備の状況 

 当社は、人的、資本的に関係のない独立した社外監査役を招聘し、経営の監査機能を強化するとともに、取締役の責務に

対する株主の信任機会を事業年度毎に確保するため、取締役の任期を１年としています。 

 取締役会の諮問機関として企業倫理・ＣＳＲ委員会と報酬諮問委員会を設置しています。企業倫理・ＣＳＲ委員会は企業

倫理管理体制の中心的役割を果たし、定期的な監視を行っています。各拠点には相談窓口を設置し、コンプライアンスに関

わる意見、情報を役職員からダイレクトに汲み上げるとともに、企業倫理・ＣＳＲ委員会にヘルプラインを設け、不利益を

受けることなく不正な事実を通報できる体制を構築しており、不正な事実の早期把握に努めています。報酬諮問委員会は、

取締役及び執行役員の報酬を審議し、報酬決定プロセスの透明性、報酬額の妥当性を判断しています。 

 役職員の職務の執行が法令及び定款に適合し、企業倫理を実践し、社会的責任を果たすため、デンセイ・ラムダ行動規範

を制定し周知徹底を図るとともに、社内規則等の啓蒙・教育を行い、コンプライアンスに関する意識を高めています。ま

た、ＴＤＫグループの行動指針を定めた企業倫理綱領を周知徹底するとともに、親会社であるＴＤＫ株式会社とは定期的に

情報を交換し、コンプライアンス上の課題を把握するようにしています。 

 さらに、内部監査部門がコンプライアンス、業務の妥当性の観点から、各部署の業務執行状況を定期的に監査し、その結

果について社長に報告し、改善を支援しています。 

③ 内部監査、監査役監査の状況 

 内部監査については、内部監査室（２名）が業務活動の妥当性と効率性の監視を目的に定期的に内部監査を実施し、業務

が適正かつ効率的に行なわれるように監視しております。また、監査役と定期的に会合を持ち、相互に協力しながら業務執

行状況を監査しております。 

 監査役監査については、各監査役（社外監査役４名を含む５名）が監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、

取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役等からその職務の執行状況を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧し、本社

及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査し、必要に応じて子会社に対し営業の報告を求め監査を行うととも

に、会計監査人から報告及び説明を受け適宜協議しております。 

④ 会計監査の状況 

 会計監査については、ＴＤＫ株式会社の連結会計における会計監査の効率性の観点から、ＴＤＫグループとの一元監査体

制を確立するため、ＴＤＫグループの会計監査人であるあずさ監査法人を会計監査人として選任しています。当社と同監査

法人または業務執行社員との間には、公認会計士法に定める特別の利害関係はありません。また、業務を執行した公認会計

士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりです。 

 業務を執行した公認会計士の氏名 

 神谷 英一（２）、大野 秀則（２） 

（注）（ ）内の数字は継続監査年数です。 

 



 監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士２名、その他８名 

⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係 

 社外取締役は間接的な親会社であるＴＤＫ株式会社より４名となっております。当社は同社との間で製品の相互販売、電

子素材部品等の購入、事業資金の借入等の取引関係があります。 

 また、社外監査役は４名であり、内１名は間接的な親会社であるＴＤＫ株式会社の出身であり、残りの３名は当社との間

に該当する利害関係はありません。 

⑥ 責任限定契約の内容の概要 

 当社と社外監査役（４名中３名）は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定す

る契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は法令が定める最低責任限度額としております。なお、

当該責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないとき

に限られます。 

⑦ 取締役の定数 

 当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。 

⑧ 取締役の選任の決議要件 

 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

⑨ 株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会

における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。 

  

(2）リスク管理体制の整備の状況 

 業務執行上生じる様々なリスク全般については、危機管理規程を策定するとともに社長を統括管理者とする本社危機対策事

務局を設置し、事業目標の達成を阻害するリスクの総合的な管理を行っております。各本社機能長は自機能に関連したリスク

に関する管理手法、管理基準を定め、リスクの低減、未然防止に努めています。リスクが顕在化した場合には、モニタリング

を強化し、不測の事態等が発生した場合には、危機管理規程に基づき危機対策本部を設置し、迅速、適切な対応により状況の

是正を図ります。 

 また、内部監査部門が社内規則の遵守及びコンプライアンスの観点から各部門の業務執行状況を定期的に監査するととも

に、法律上の問題点に関しては、複数の法律事務所と契約を結び適宜アドバイスを受けております。 

 情報開示については、経営の透明性を高めるため、投資判断に影響を及ぼす重要な会社情報に関しては管理を徹底し、証券

取引所が定める適時開示のルールに則り公平な開示に努めております。 

  

(3）役員報酬の内容 

 当社の取締役及び監査役に支払った役員報酬は以下のとおりであります。 

 取締役 ３名 94百万円 （社外取締役に対する報酬はありません。） 

 監査役 ５名 44百万円 （内 社外監査役に対する報酬 ４名 25百万円） 

（注）１．取締役の報酬限度額は、平成８年８月22日開催の第19期定時株主総会において年額200,000千円以内と決議いただい

ております。 

２．監査役の報酬限度額は、平成４年８月27日開催の第15期定時株主総会において年額60,000千円以内と決議いただい

ております。 

３．支給額には、当事業年度に係る役員賞与（取締役３名に対する15百万円）が含まれております。 

４．支給額には、当事業年度に係る役員退職慰労金の支払に対する引当金繰入額が含まれております。 

  

 



(4）監査報酬の内容 

 あずさ監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであります。 

 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 57百万円 

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と証券取引法に基づく監査の監査報酬の額を区

分しておらず、実質的にも区分されておりません。当社はこの他に米国企業改革法（ＳＯＸ法）に係る監査も受け

ており、これら全ての合計額を記載しております。 

２．当社の重要な子会社のうちネミック・ラムダ（シンガポール）ＰＴＥ.ＬＴＤ.、ネミック・ラムダ（マレーシア）

ＳＤＮ.ＢＨＤ.及び無錫聨美蘭達電子有限公司を含む11社は、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人

（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む）の監査（会社法または証券取引法（これらの法律

に相当する外国の法令を含む）の規定によるものに限る）を受けております。 

 



第５【経理の状況】 
  

連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結会計

年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（自平

成18年４月１日 至平成19年３月31日）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）の連結財務諸

表及び前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）の財務諸表並びに当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平

成19年３月31日）の連結財務諸表及び当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）の財務諸表についてあずさ監査

法人により監査を受けております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  

 

   
前連結会計年度

（平成18年3月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金     4,209,042 5,098,494 

２．受取手形及び売掛金 ※4,7   12,873,335 17,185,501 

３．たな卸資産     7,156,941 8,219,371 

４．繰延税金資産     563,422 709,353 

５．その他     714,835 736,165 

６．貸倒引当金     -97,018 -119,330 

流動資産合計     25,420,558 64.1 31,829,555 73.9

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産 ※1    

(1）建物及び構築物 ※2   1,725,807 1,810,460 

(2）機械装置及び運搬具     3,565,559 3,846,425 

(3）土地 ※2,3   3,070,326 2,556,523 

(4）その他     824,091 766,541 

有形固定資産合計     9,185,784 23.1 8,979,950 20.8

２．無形固定資産      

(1）連結調整勘定     2,910,169 － 

(2）その他     1,082,684 1,017,876 

無形固定資産合計     3,992,854 10.1 1,017,876 2.4

３．投資その他の資産      

(1）投資有価証券     685,054 860,767 

(2）繰延税金資産     54,132 11,391 

(3）その他     371,808 401,660 

(4）貸倒引当金     -37,579 -14,615 

投資その他の資産合計     1,073,415 2.7 1,259,202 2.9

固定資産合計     14,252,053 35.9 11,257,029 26.1

資産合計     39,672,612 100.0 43,086,585 100.0

       



 

   
前連結会計年度

（平成18年3月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．支払手形及び買掛金 ※7   7,967,800 7,543,786 

２．短期借入金     4,469,210 9,160,025 

３．１年内返済予定長期借
入金 

※2   1,792,213 92,437 

４．未払法人税等     241,100 501,840 

５．賞与引当金     760,698 867,597 

６．役員賞与引当金     － 25,920 

７．その他     2,767,339 2,845,781 

流動負債合計     17,998,362 45.3 21,037,388 48.8

Ⅱ 固定負債      

１．長期借入金 ※2   259,622 167,208 

２．繰延税金負債     1,108,061 2,055,331 

３．再評価に係る繰延税金
負債 

※3   186,834 186,834 

４．退職給付引当金     1,836,078 1,611,246 

５．役員退職慰労引当金     130,424 171,904 

６．その他     165,823 165,209 

固定負債合計     3,686,844 9.3 4,357,734 10.1

負債合計     21,685,206 54.6 25,395,122 58.9

       

（少数株主持分）      

少数株主持分     28,146 0.1 － －



  

  

   
前連結会計年度

（平成18年3月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※5   2,946,516 7.4 － －

Ⅱ 資本剰余金     2,809,555 7.1 － －

Ⅲ 利益剰余金     12,803,687 32.3 － －

Ⅳ 土地再評価差額金 ※3   272,218 0.7 － －

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

    355,353 0.9 － －

Ⅵ 為替換算調整勘定     -738,166 -1.9 － －

Ⅶ 自己株式 ※6   -489,904 -1.2 － －

資本合計     17,959,259 45.3 － －

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    39,672,612 100.0 － －

       

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１．資本金     － － 2,951,216 6.9

２．資本剰余金     － － 2,814,553 6.5

３．利益剰余金     － － 11,698,161 27.2

４．自己株式     － － -496,289 -1.2

株主資本合計     － － 16,967,642 39.4

Ⅱ 評価・換算差額等      

１．その他有価証券評価差
額金 

    － － 463,471 1.1

２．土地再評価差額金 ※3   － － 272,218 0.6

３．為替換算調整勘定     － － -39,089 -0.1

評価・換算差額等合計     － － 696,600 1.6

Ⅲ 少数株主持分     － － 27,219 0.1

純資産合計     － － 17,691,462 41.1

負債純資産合計     － － 43,086,585 100.0

       



②【連結損益計算書】 

 

   
前連結会計年度

（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     39,441,676 100.0 53,936,821 100.0

Ⅱ 売上原価 ※2   28,294,696 71.7 36,811,314 68.2

売上総利益     11,146,979 28.3 17,125,506 31.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2   9,309,821 23.6 16,213,463 30.1

営業利益     1,837,158 4.7 912,043 1.7

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息   50,373 69,523  

２．受取配当金   17,401 21,334  

３．為替差益   49,337 －  

４．寮費収入   38,382 38,098  

５．その他   130,046 285,541 0.7 116,453 245,408 0.5

Ⅴ 営業外費用      

１．支払利息   80,355 155,901  

２．為替差損   － 117,688  

３．貸倒引当金繰入額   1,321 288  

４．その他   28,445 110,121 0.3 21,793 295,672 0.6

経常利益     2,012,577 5.1 861,779 1.6

Ⅵ 特別利益      

１．前期損益修正益   44,235 －  

２．固定資産売却益 ※3 4,861 305,502  

３．投資有価証券売却益   964,143 －  

４．貸倒引当金戻入益   4,409 385  

５．訴訟和解金収入   － 35,205  

６．その他   － 1,017,649 2.6 7,799 348,892 0.7

       



  

  

   
前連結会計年度

（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失      

１．前期損益修正損   － 32,862  

２．固定資産売却損 ※4 300,699 3,857  

３．固定資産除却損 ※5 55,371 129,967  

４．減損損失 ※6 894,851 －  

５．投資有価証券評価損   11,035 228  

６．たな卸資産除却損   － 547,420  

７．その他   50,645 1,312,603 3.3 36,150 750,485 1.4

税金等調整前当期純利
益 

    1,717,624 4.4 460,186 0.9

法人税、住民税及び事
業税 

  310,339 805,266  

法人税等調整額   1,524,854 1,835,194 4.7 517,725 1,322,991 2.5

少数株主利益（－損
失） 

    1,542 0.0 -2,766 0.0

当期純損失     119,112 -0.3 860,038 -1.6

       



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

  

 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高   2,803,150

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１．自己株式処分差益   928

２．新株予約権の行使によ
る新株の発行 

  5,476 6,405

Ⅲ 資本剰余金期末残高   2,809,555

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高   12,955,307

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１．土地再評価差額金取崩
額 

  207,518 207,518

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１．当期純損失   119,112

２．配当金   215,220

３．役員賞与   19,915

４．連結子会社における従
業員奨励福利基金 

  4,890 359,138

Ⅳ 利益剰余金期末残高   12,803,687

   



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年4月１日 至 平成19年3月31日） 

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年3月31日 残高（千円） 2,946,516 2,809,555 12,803,687 -489,904 18,069,854

連結会計年度中の変動額    

新株の発行 4,700 4,688   9,389

剰余金の配当（注）   -107,673   -107,673

剰余金の配当   -107,698   -107,698

役員賞与（注）   -22,520   -22,520

当期純損失   -860,038   -860,038

自己株式の取得   -7,891 -7,891

自己株式の処分   309 1,507 1,817

従業員奨励福利基金   -7,595   -7,595

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

   

連結会計年度中の変動額合計
（千円） 

4,700 4,998 -1,105,525 -6,384 -1,102,211

平成19年3月31日 残高（千円） 2,951,216 2,814,553 11,698,161 -496,289 16,967,642

  

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差
額金 

為替換算調整
勘定 

評価・換算差
額等合計 

平成18年3月31日 残高（千円） 355,353 272,218 -738,166 -110,595 28,146 17,987,405

連結会計年度中の変動額    

新株の発行     9,389

剰余金の配当（注）     -107,673

剰余金の配当     -107,698

役員賞与（注）     -22,520

当期純損失     -860,038

自己株式の取得     -7,891

自己株式の処分     1,817

従業員奨励福利基金     -7,595

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

108,118 － 699,077 807,195 -927 806,268

連結会計年度中の変動額合計
（千円） 

108,118 － 699,077 807,195 -927 -295,943

平成19年3月31日 残高（千円） 463,471 272,218 -39,089 696,600 27,219 17,691,462



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前連結会計年度

（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前当期純利益   1,717,624 460,186 

減価償却費   1,097,641 1,499,272 

減損損失   894,851 － 

連結調整勘定償却額   727,542 － 

のれん償却額   － 2,910,169 

引当金の増減額（減少：－）   2,830 -41,690 

受取利息及び受取配当金   -67,774 -90,857 

支払利息   80,355 155,901 

為替差損益（差益：－）   -43,208 16,504 

投資有価証券評価損   11,035 228 

投資有価証券売却益   -964,143 － 

固定資産の除売却損益（益：－）   349,097 -180,128 

売上債権の増減額（増加：－）   -845,647 -3,876,649 

たな卸資産の増減額（増加：－）   -1,455,370 -832,178 

仕入債務の増減額（減少：－）   1,036,994 -715,853 

その他   -311,317 149,921 

小計   2,230,510 -545,174 

利息及び配当金の受取額   67,428 91,424 

利息の支払額   -80,145 -158,365 

法人税等の支払額   -215,989 -546,714 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  2,001,804 -1,158,829 



  

  

  次へ 

    
前連結会計年度

（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

定期預金の預入による支出   － -599,811 

有形固定資産の取得による支出   -884,231 -1,318,421 

有形固定資産の売却による収入   127,562 864,191 

無形固定資産の取得による支出   -95,190 -272,857 

投資有価証券の取得による支出   － -3,150 

投資有価証券の売却による収入   1,824,612 － 

連結範囲の変更を伴う子会社株式
の取得による支出 

※2 -7,399,278 － 

その他の投資による支出   -57,862 -70,566 

その他の投資による収入   85,719 49,904 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  -6,398,668 -1,350,710 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額（減少：－）   4,222,374 4,690,815 

長期借入金の返済による支出   -75,000 -1,790,000 

株式の発行による収入   10,968 9,389 

自己株式の取得による支出   -3,446 -7,891 

自己株式の売却による収入   － 1,817 

配当金の支払額   -215,221 -215,371 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  3,939,675 2,688,759 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   246,586 121,621 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(減少
額：－） 

  -210,603 300,841 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   4,409,645 4,199,042 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 4,199,042 4,499,883 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社の数 17社  連結子会社の数 17社 

   子会社は、すべて連結しております。

連結子会社は「第１ 企業の概況 ４．

関係会社の状況」に記載しております。 

 ラムダ欧米グループ７社（ラムダアメ

リカズINC.、ラムダエレクトロニクス

（カナダ）INC.、クータン・ラムダ

LTD.、ラムダスカンジナビアAB、ラムダ

GmbH、ラムダSAS、ラムダS.r.l.）は、

新たに平成18年１月１日より当社の連結

子会社となりました。 

 子会社は、すべて連結しております。

連結子会社は「第１ 企業の概況 ４．

関係会社の状況」に記載しております。 

 なお、北京聨美為華電源技術有限公司

は現在清算手続中であります。 

２．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、無錫聨美蘭達電子

有限公司及び北京聨美為華電源技術有限

公司を除く連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

 連結子会社のうち上記の２社の決算日

は、12月31日であります。連結財務諸表

の作成にあたって、これらの２社につき

ましては連結決算日現在で実施した仮決

算に基づく財務諸表を使用しておりま

す。 

同左 

３．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

   決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

 決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法 同左 

  ② デリバティブ   時価法 ② デリバティブ   同左 

  ③ たな卸資産     ③ たな卸資産 

   主として先入先出法による原価

法、国外に所在する連結子会社は、

先入先出法による低価法によってお

ります。 

 主として先入先出法による原価

法、国外に所在する連結子会社は、

先入先出法による低価法によってお

ります。 



 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  （会計処理の変更）   

   従来、たな卸資産の評価方法は移

動平均法を採用しておりましたが、

昨今の市況の大きな変動や事業環境

の変化が進むなか、「開かれた会

社、見える会社」を目指す当社グル

ープはこれらの変化に迅速に対処す

る必要があり、基幹業務システムの

活用で多品目の個別管理が可能な優

位性を発揮し、変動をいち早くたな

卸資産計上額に反映させることで、

より適正な財政状態の把握と合理的

な原価管理を行うため、当連結会計

年度から先入先出法に変更しており

ます。 

 この結果、従来の方法によった場

合に比べ、たな卸資産は6,449千円

減少し、営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益はそれぞれ同

額減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。 

  

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は主として

定率法（但し、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除

く）は定額法）を採用し、在外連結子

会社は主として定額法を採用しており

ます。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

同左 

  建物及び構築物   ３～50年   

  機械装置及び運搬具 ２～15年   

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

  定額法 

 自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法、販売目的の製品

組込ソフトウエアについては製品の特

性に応じ、見込販売収益に基づく方法

または見込販売期間（１年から３年）

に基づく定額法を採用しております。 

同左 



 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

同左 

  ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額のうち当連結会計年度負担

分を計上しております。 

同左 

  ③     ────── ③ 役員賞与引当金 

     当社及び国内連結子会社は、役員の

賞与の支給に備えるため、支給見込額

のうち当連結会計年度負担分を計上し

ております。 

    （会計処理の変更） 

     当連結会計年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適用

しております。 

 これにより、営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益はそれ

ぞれ25,920千円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。 



 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ④ 退職給付引当金 ④ 退職給付引当金 

   当社は、従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き当連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上しておりま

す。また、国内連結子会社及び一部の

在外連結子会社は当連結会計年度末に

おける自己都合による要支給額を計上

しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（13年）による定額法により費用処

理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（13年）に

よる定額法によりそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理することとし

ております。 

同左 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 ⑤ 役員退職慰労引当金 

   役員及び執行役員の退職慰労金の支

出に備えるため、当社内規に基づく期

末要支給見積額を計上しております。 

同左 

(4）子会社の会計処理方法  連結子会社ネミック・ラムダ（マレー

シア）SDN.BHD．は、60年契約でジョホ

ール州政府及びパハン州政府より借り上

げた土地について資産（土地）計上し、

契約期間にわたり均等額を償却しており

ます。 

同左 

(5）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負債は、連

結決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は少数株主持

分及び資本の部における為替換算調整勘

定に含めて計上しております。 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負債は、連

結決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、収益及び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定及び少数株主

持分に含めて計上しております。 



 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(6）重要なリース取引の処

理方法 

 当社及び国内連結子会社は、リース物

件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

 また、在外連結子会社においては、フ

ァイナンス・リース取引について主とし

て通常の売買取引に準じた会計処理によ

っております。 

同左 

(7）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。

なお、通貨スワップについては振当処

理の要件を満たしている場合は振当処

理を採用しております。 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   外貨建金銭債権債務及び借入金利息

をヘッジ対象とし、通貨及び金利等に

関連したデリバティブ取引（主に通貨

スワップや金利スワップ）をヘッジ手

段としております。 

同左 

  ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

   社内規定に基づき為替変動リスク及

び金利変動リスクをヘッジしておりま

す。 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   事前にシミュレーションを行い、そ

の有効性を確認したうえでヘッジ手段

としてのデリバティブ取引を選定して

おります。また、ヘッジ取引開始以降

取引終了まで社内規定に基づいて個別

の取引毎に当初予定した損益やキャッ

シュ・フローが確保されているか否か

検証し、ヘッジの有効性を評価してお

ります。 

同左 

４．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

５．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、その

効果の発現する期間を合理的に見積り、

発生日からその期間にわたり均等償却を

行っております。 

────── 

６．のれんの償却に関する事

項 

──────  のれんの償却については、その効果の

発現する期間を合理的に見積り、発生日

からその期間にわたり均等償却を行って

おります。 



  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成されておりま

す。 

────── 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資であります。 

同左 

９．その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

同左 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税金等調整前当期純利益は、894,851

千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

  

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

   当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計額に相当する金額は

17,664,242千円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 



表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（連結貸借対照表） ────── 

 前連結会計年度まで固定負債の「その他」に含めて表

示しておりました「繰延税金負債」は、資産の総額の百

分の一を超えたため、当連結会計年度において区分掲記

しております。 

 なお、前連結会計年度の固定負債の「その他」に含ま

れる「繰延税金負債」の金額は10,493千円であります。 

  

────── （連結キャッシュ・フロー計算書） 

   前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

して掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれ

ん償却額」と表示しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、13,209,057千

円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、14,003,306千

円であります。 

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 
  

建物 568,062千円

土地 1,637,179千円

計 2,205,242千円

建物 542,402千円

土地 1,637,179千円

計 2,179,582千円

上記に対応する担保付債務は次のとおりでありま

す。 

上記に対応する担保付債務は次のとおりでありま

す。 
  

１年内返済予定

長期借入金 
90,000千円

長期借入金 255,000千円

計 345,000千円

１年内返済予定

長期借入金 
90,000千円

長期借入金 165,000千円

計 255,000千円

※３．日本電気精器株式会社との合併により引き継いだ

土地再評価差額金を「土地の再評価に関する法律

（平成10年３月31日公布法律第34号）」に基づき

資本の部に計上しております。 

※３．日本電気精器株式会社との合併により引き継いだ

土地再評価差額金を「土地の再評価に関する法律

（平成10年３月31日公布法律第34号）」に基づき

純資産の部に計上しております。 

再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第

119号）第２条第５号によるとこ

ろの鑑定評価による方法としてお

りますが、一部については、同条

第３号によるところの固定資産税

評価額に基づいて再評価しており

ます。 

再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第

119号）第２条第５号によるとこ

ろの鑑定評価による方法としてお

りますが、一部については、同条

第３号によるところの固定資産税

評価額に基づいて再評価しており

ます。 
  

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の連結会計年度末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額 

-933,563千円

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の連結会計年度末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額 

-682,431千円

※４．債権流動化にともなう買戻義務 ※４．      ────── 

256,185千円  

※５．当社の発行済株式総数は、普通株式21,818,210株

であります。 

※５．      ────── 

※６．当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

283,414株であります。 

※６．      ────── 

※７．      ────── ※７．連結会計年度末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、当連結会

計年度の末日は金融機関が休日でしたが、満期日

に決済が行われたものとして処理しております。

期末日満期手形の金額は次のとおりであります。 
  

受取手形 352,745千円

支払手形 414,922千円



（連結損益計算書関係） 

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は、次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は、次のとおりであります。 
  

  

貸倒引当金繰入額 3,643千円

給料手当 2,317,930千円

賞与引当金繰入額 288,330千円

退職給付引当金繰入額 232,450千円

役員退職慰労引当金繰入額 30,374千円

貸倒引当金繰入額 17,263千円

給料手当 3,702,991千円

賞与引当金繰入額 278,030千円

役員賞与引当金繰入額 25,920千円

退職給付引当金繰入額 199,520千円

役員退職慰労引当金繰入額 44,753千円

のれん償却額 2,910,169千円

研究開発費 1,722,515千円

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費               2,534,541千円 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費              3,452,552千円 

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 
  

  

（有形固定資産）  

機械装置及び運搬具 4,861千円

（有形固定資産）  

機械装置及び運搬具 2,293千円

土地 303,081千円

その他 127千円

 計 305,502千円

※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

（有形固定資産）  

建物 185,221千円

土地 115,212千円

その他 265千円

計 300,699千円

  

（有形固定資産）  

機械装置及び運搬具 3,857千円

※５．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※５．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 
  

（有形固定資産）  

建物及び構築物 4,510千円

機械装置及び運搬具 43,026千円

その他 6,820千円

（無形固定資産）  

その他 1,013千円

計 55,371千円

（有形固定資産）  

建物及び構築物 22,129千円

機械装置及び運搬具 15,602千円

その他 20,658千円

（無形固定資産）  

その他 71,576千円

計 129,967千円



  

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※６．減損損失 ※６．      ────── 

 当連結会計年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。 

  

  
場所 用途 種類 その他 

長野県信

濃町 
遊休地 土地 － 

茨城県阿

見町 
遊休地 土地 － 

－ 
社内展示

品 

その他の

資産 

絵画等の

美術品 

 当社グループは、資産のグルーピングに際し、主に管

理会計上の区分をキャッシュ・フローを生み出す最小の

単位と捉え、その単位を基礎にグルーピングする方法を

採用しております。但し、遊休地、絵画等の美術品につ

きましては、物件それぞれが概ね独立したキャッシュ・

フローを生み出す最小単位として捉え、物件ごとにグル

ーピングしております。遊休地は継続的に地価が下落し

ていること、絵画等の美術品につきましては市場価格が

下落していることにより減損損失を認識するにいたり、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失(894,851千円)として特別損失に計上しておりま

す。 

 減損損失の内訳は、土地844,154千円、その他の資産

50,696千円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却可能

価額により測定しており、遊休地については鑑定評価額

または相続税評価額を参考に、絵画等の美術品について

は一般に公表された評価額を参考に、それぞれを基準と

して当社において合理的に見積った価額を回収可能価額

としております。 

  



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．発行済株式の総数の増加は、新株予約権の権利行使による増加であります。 

   ２．自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   ３．自己株式の株式数の減少は、ストックオプション制度の行使による減少であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

 

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式 

普通株式  （注）１ 21,818 11 － 21,830 

合計 21,818 11 － 21,830 

自己株式 

普通株式  （注）２，３ 283 4 1 286 

合計 283 4 1 286 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 107,673 5 平成18年３月31日 平成18年６月22日

平成18年10月27日 
取締役会 

普通株式 107,698 5 平成18年９月30日 平成18年12月４日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 107,717 利益剰余金 5 平成19年３月31日 平成19年６月27日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 
  
  （千円)

現金及び預金勘定 4,209,042 

預入れ期間が３ヶ月を超える定期

預金 
-10,000 

現金及び現金同等物 4,199,042 

  （千円)

現金及び預金勘定 5,098,494 

預入れ期間が３ヶ月を超える定期

預金 
-598,611 

現金及び現金同等物 4,499,883 

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

※２．      ────── 

    株式取得により新たにラムダ欧米グループ７社

を連結したことにともなう連結開始時の資産及び

負債の内訳並びにラムダ欧米グループ７社株式の

取得価額と取得のための支出（純額）との関係は

次の通りであります。 

  

  
  （千円)

流動資産 4,348,150 

固定資産 2,565,141 

連結調整勘定 3,637,712 

流動負債 -2,460,411 

固定負債 -243,574 

ラムダ欧米グループ７社株式の取

得価額 
7,847,017 

ラムダ欧米グループ７社現金及び

現金同等物 
-447,739 

差引：ラムダ欧米グループ７社取

得のための支出 
7,399,278 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械装置及び
運搬具 

64,800 53,358 11,441

(有形固定資
産) 
その他 

44,577 26,019 18,558

(無形固定資
産) 
その他 

63,325 31,433 31,892

合計 172,703 110,811 61,892

  

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

(有形固定資
産) 
その他 

28,079 15,418 12,661 

(無形固定資
産) 
その他 

63,325 44,098 19,227 

合計 91,405 59,517 31,888 

２．未経過リース料期末残高相当額等 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 25,808千円

１年超 38,029千円

合計 63,838千円

１年内 15,865千円

１年超 17,073千円

合計 32,939千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 
  

支払リース料 33,777千円

減価償却費相当額 31,688千円

支払利息相当額 1,507千円

支払リース料 21,691千円

減価償却費相当額 20,518千円

支払利息相当額 853千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同左 

（減損損失について） （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 同左 



（有価証券関係） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 （注） （前連結会計年度） 

その他有価証券の「非上場株式」について11,035千円の減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、連結決算日における時価（終値）が取得原価に比べ50％以上下落しており、かつ当該株

式の時価の下落が明らかに連結決算日現在の一時的な状態によるものでないとの判断に基づいて計上しております。な

お、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行っております。 

（当連結会計年度） 

その他有価証券の「非上場株式」について228千円の減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、連結決算日における時価（終値）が取得原価に比べ50％以上下落しており、かつ当該株

式の時価の下落が明らかに連結決算日現在の一時的な状態によるものでないとの判断に基づいて計上しております。な

お、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行っております。 

  

  

  次へ 

種類 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日）

取得原価 
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額
（千円） 

取得原価
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

   

株式 59,501 658,748 599,246 62,698 841,954 779,255

債券    

国債・地方債等 － － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

その他 － － － － － －

合計 59,501 658,748 599,246 62,698 841,954 779,255

前連結会計年度
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額

（千円） 
売却損の合計額

（千円） 
売却額（千円）

売却益の合計額
（千円） 

売却損の合計額
（千円） 

1,824,612 964,143 － － － － 

  
前連結会計年度（平成18年３月31日) 当連結会計年度（平成19年３月31日）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 26,305 18,813 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）取引の内容 (1）取引の内容 

利用しているデリバティブ取引は、通貨関連の為替

予約取引であります。 

同左 

(2）取引に対する取組方針 (2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の為替及び金利の変動に

よるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行

わない方針であります。 

同左 

(3）取引の利用目的 (3）取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、通貨関連では外貨建て金銭債

権の為替変動リスクを回避し、安定的な利益の確保を

図る目的で、また金利関連では借入金利等の将来の金

利市場における利率上昇による変動リスクを回避する

目的で利用しております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

同左 

ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。なお、通貨ス

ワップについては振当処理の要件を満たしている場

合は振当処理を採用しております。 

同左 

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…主に通貨スワップや金利スワップ 同左 

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務、借入金利息 同左 

ヘッジ方針 ヘッジ方針 

 社内規定に基づき為替変動リスク及び金利変動リ

スクをヘッジしております。 

同左 

ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ有効性評価の方法 

 事前にシミュレーションを行い、その有効性を確

認した上でヘッジ手段としてのデリバティブ取引を

選定しております。また、ヘッジ取引開始以降取引

終了まで社内規定に基づいて個別の取引毎に当初予

定した損益やキャッシュ・フローが確保されている

か否か検証し、ヘッジの有効性を評価しておりま

す。 

同左 

(4）取引に係るリスクの内容 (4）取引に係るリスクの内容 

 為替相場の変動によるリスク及び、市場金利の変動

によるリスクはほとんどないと認識しております。 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 (5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限を定めた社内ルールに従い、資金担当者が決裁担当

者の承認を得て行っております。 

同左 



  

２ 取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しておりますので、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度末（平成19年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しておりますので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 (6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等は、

あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約

額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体が

デリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではあ

りません。 

同左 



（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として厚生年金基金制度及び税制適格退職年金制度を採用しております。 

また、従業員の退職等に際しては、割増退職金を支払う場合があります。 

 なお、国内連結子会社では、確定給付型の制度として厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けており、一部の在

外連結子会社では、確定給付型制度のほか、確定拠出型制度等を設けております。 

  

２ 退職給付債務及びその内訳 

  

 

  
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

(1）退職給付債務（千円） -3,551,171 -3,980,340 

(2）年金資産（千円） 1,795,637 2,293,630 

(3）未積立退職給付債務（千円） (1)+(2) -1,755,534 -1,686,710 

(4）未認識数理計算上の差異（千円） 139,798 36,720 

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額） 
（千円） 

-220,343 38,744 

(6）退職給付引当金（千円） 
(3)+(4)+(5) 

-1,836,078 -1,611,246 



３ 退職給付費用の内訳 

 （注）１．上記のほかに厚生年金基金への掛金拠出額として前連結会計年度136,039千円、当連結会計年度139,389千円計上してお

ります。 

    ２．上記退職給付費用以外に、一部の在外連結子会社において、確定拠出型の退職給付費用として、当連結会計年度175,311

千円計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

５ 総合設立型厚生年金基金の年金資産残高 

  

 当社は総合設立型厚生年金基金制度に加入しておりますが、当社の拠出に対応する年金資産残高の合理的計算が困難

なため、加入人数按分により、当社分相当額の年金資産額を算出しております。 

  

 

  
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

退職給付費用（千円） 278,794 246,211 

(1）勤務費用（千円） 221,001 228,982 

(2）利息費用（千円） 70,058 70,519 

(3）期待運用収益（千円） -30,384 -44,891 

(4）数理計算上の差異の費用処理額（千円） 47,497 20,979 

(5）過去勤務債務の費用処理額（千円） -29,378 -29,378 

  
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

(1)割引率（％） 2.0 2.0 

(2)期待運用収益率（％） 2.5 2.5 

(3)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(4)過去勤務債務の額の処理年数（年） 13 13 

(5)会計基準変更時差異の処理年数（年） 一括償却 一括償却 

(6)数理計算上の差異の処理年数（年） 13 13 

    
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

    2,700,942千円   3,006,742千円 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（平成12年ストック・オプション） 

 （注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により調整を行うものとするが、かかる調整は当該時点で行使され

ていない新株予約権の目的となる株式数について行う。 

２．権利行使の条件は、以下のとおりである。 

(1）権利者は、権利行使時においても当社または当社の関係会社の取締役または執行役員であることを要する。但し、当

社が認める一定の事由で退任、退職した場合は、退任、退職の時より６ヵ月間に限り権利を行使できるものとする。 

(2）権利者が死亡した場合には、相続人は、相続が開始した時より１年間に限り、権利行使可能とする。 

(3）その他の権利行使の条件については、本定時株主総会及び取締役会決議に基づき、付与契約に定める。 

  

（平成13年ストック・オプション） 

 （注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により調整を行うものとするが、かかる調整は当該時点で行使され

ていない新株予約権の目的となる株式数について行う。 

２．権利行使の条件は、以下のとおりである。 

(1）権利者のうち取締役及び執行役員は、権利行使時においても当社または当社の関係会社の取締役または執行役員であ

ることを要する。権利者のうち従業員は、権利行使時においても、当社または当社の関係会社の取締役、執行役員ま

たは従業員であることを要する。但し、当社が認める一定の事由で退任、退職した場合は、退任、退職の時より６ヵ

月間に限り権利を行使できるものとする。 

(2）権利者が死亡した場合には、相続人は、相続が開始した時より１年間に限り、権利行使可能とする。 

(3）その他の権利行使の条件については、本定時株主総会及び取締役会決議に基づき、付与契約に定める。 

  

 

付与対象者の区分及び人数 常勤取締役及び執行役員４名

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 47,000株（注１）

付与日 平成12年６月27日

権利確定条件 （注２）

対象勤務期間 平成12年６月27日～平成15年６月29日 

権利行使期間 平成15年６月30日～平成22年５月31日 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

付与対象者の区分及び人数 常勤取締役及び執行役員及び従業員59名 

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 91,000株（注１）

付与日 平成13年６月26日

権利確定条件 （注２）

対象勤務期間 平成13年６月26日～平成16年６月29日 

権利行使期間 平成16年６月30日～平成23年５月31日 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 



（平成14年ストック・オプション） 

 （注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により調整を行うものとするが、かかる調整は当該時点で行使され

ていない新株予約権の目的となる株式数について行う。 

２．権利行使の条件は、以下のとおりである。 

(1）権利者のうち取締役、監査役及び執行役員は、権利行使時においても当社または当社の関係会社の取締役もしくは監

査役または執行役員であることを要する。権利者のうち従業員は、権利行使時においても、当社または当社の関係会

社の取締役もしくは監査役または執行役員あるいは従業員であることを要する。但し、当社が認める一定の事由で退

任、退職した場合は、退任、退職の時より６ヵ月間に限り権利を行使できるものとする。 

(2）権利者が死亡した場合には、相続人は、相続が開始した時より１年間に限り、権利行使可能とする。 

(3）その他の権利行使の条件については、本定時株主総会及び取締役会決議に基づき、割当契約に定める。 

  

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数

に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

  

 

付与対象者の区分及び人数 取締役及び監査役並びに執行役員及び従業員117名 

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 66,600株（注１）

付与日 平成14年６月26日

権利確定条件 （注２）

対象勤務期間 平成14年６月26日～平成18年１月10日 

権利行使期間 平成18年１月11日～平成25年１月10日 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

  
平成12年

ストック・オプション 
平成13年

ストック・オプション 
平成14年 

ストック・オプション 

権利確定前 （株） 

前連結会計年度末   － － － 

付与   － － － 

失効   － － － 

権利確定   － － － 

未確定残   － － － 

権利確定後 （株） 

前連結会計年度末   92,000 169,000 78,500 

権利確定   － － － 

権利行使   － 1,000 11,900 

失効   45,000 77,000 － 

未行使残   47,000 91,000 66,600 



② 単価情報 

（平成12年ストック・オプション） 

 （注）  当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により譲渡価額を調整するものとする。ただし、調整の結果生じる

１円未満の端数はこれを切り上げるものとする。 

また、時価を下回る価額による新株の発行が行われる場合は、次の算式により譲渡価額を調整し、調整の結果生じる１

円未満の端数は切り上げるものとする。 

当社が他社と吸収合併もしくは新設合併又はその他の組織変更を行う場合、当社は、取締役会の決議に基づき、かかる

合併又はその他の組織変更にかかる契約の定めに従い、譲渡価額につき、必要又は相当と認められる調整をする。 

  

（平成13年ストック・オプション） 

 （注）  当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により譲渡価額を調整するものとする。ただし、調整の結果生じる

１円未満の端数はこれを切り上げるものとする。 

また、時価を下回る価額による新株の発行が行われる場合は、次の算式により譲渡価額を調整し、調整の結果生じる１

円未満の端数は切り上げるものとする。 

当社が他社と吸収合併もしくは新設合併又はその他の組織変更を行う場合、当社は、取締役会の決議に基づき、かかる

合併又はその他の組織変更にかかる契約の定めに従い、譲渡価額につき、必要又は相当と認められる調整をする。 

 

権利行使価格（円） 2,229円（注）

行使時平均株価（円） －

付与日における公正な評価単価（円） －

  
調整後譲渡価額 ＝ 調整前譲渡価額 × 

１ 

  分割・併合の比率 

          
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

  
調整後譲渡価額 ＝ 調整前譲渡価額 × 

新規発行前の１株当たり株価 

  既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 

権利行使価格（円） 1,817円（注）

行使時平均株価（円） 1,819円

付与日における公正な評価単価（円） －

  
調整後譲渡価額 ＝ 調整前譲渡価額 × 

１ 

  分割・併合の比率 

          
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

  
調整後譲渡価額 ＝ 調整前譲渡価額 × 

新規発行前の１株当たり株価 

  既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



（平成14年ストック・オプション） 

 （注）  新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整する。ただし調整の結果

生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

また、時価を下回る価額による新株の発行が行われる場合(新株予約権の行使による場合を除く。)は、次の算式により

払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

  

  

  次へ 

権利行使価格（円） 789円（注）

行使時平均株価（円） 1,796円

付与日における公正な評価単価（円） －

  
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 

１ 

  分割・併合の比率 

          
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

  
調整後払込額 ＝ 調整前払込額 × 

新規発行前の１株当たり株価 

  既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



（税効果会計関係） 

 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  
繰延税金資産 （千円）

賞与引当金 254,974 

退職給付引当金 744,354 

未払金 114,974 

たな卸資産 142,121 

たな卸資産の未実現利益 34,202 

生産中止に伴う建物除却損 272,333 

減損損失 221,775 

投資有価証券 218,822 

その他 132,268 

繰延税金資産小計 2,135,827 

評価性引当額 -538,432 

繰延税金資産合計 1,597,395 

繰延税金負債   

在外子会社の留保利益 -1,634,061 

在外子会社の特別償却額等 -233,062 

再評価に係る繰延税金負債 -186,834 

その他有価証券評価差額金 -243,893 

在外子会社の評価差額 -192,082 

繰延税金負債合計 -2,489,935 

繰延税金資産(負債)の純額 -892,540 

繰延税金資産 （千円）

賞与引当金 241,893 

退職給付引当金 643,258 

未払金 134,193 

たな卸資産 135,073 

たな卸資産の未実現利益 162,005 

生産中止に伴う建物除却損 255,448 

減損損失 75,351 

投資有価証券 215,766 

その他 109,913 

繰延税金資産小計 1,972,904 

評価性引当額 -523,222 

繰延税金資産合計 1,449,681 

繰延税金負債   

在外子会社の留保利益 -1,952,562 

在外子会社の特別償却額等 -351,323 

再評価に係る繰延税金負債 -186,834 

その他有価証券評価差額金 -315,783 

在外子会社の評価差額 -178,794 

繰延税金負債合計 -2,985,297 

繰延税金資産(負債)の純額 -1,535,615 

（注）１．前連結会計年度まで固定負債の「その他」に

含めて表示しておりました「繰延税金負債」

は、資産の総額の百分の一を超えたため、当

連結会計年度において固定負債の「繰延税金

負債」として区分掲記しております。 

（注）１．     ────── 

２．当連結会計年度における繰延税金資産の純額

は、貸借対照表の以下の項目に含まれており

ます。 

２．当連結会計年度における繰延税金資産の純額

は、貸借対照表の以下の項目に含まれており

ます。 
  
流動資産－繰延税金資産 563,422（千円） 

固定資産－繰延税金資産 54,132 

流動負債－その他 -215,198 

固定負債－繰延税金負債 -1,108,061 

固定負債－再評価に係る繰延
税金負債 

-186,834 

流動資産－繰延税金資産 709,353（千円） 

固定資産－繰延税金資産 11,391 

流動負債－その他 -14,194 

固定負債－繰延税金負債 -2,055,331 

固定負債－再評価に係る繰延
税金負債 

-186,834 



  

  

  

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因の主な項目の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因の主な項目の内訳 

  （％） 

法定実効税率 40.7 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
2.5 

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 
-0.2 

外国税額 0.8 

住民税均等割等 2.2 

評価性引当額 31.3 

在外子会社税率差異 -12.2 

在外子会社の留保利益に係る税効果 14.3 

在外子会社からの受取配当金に係る

税金額 
11.8 

連結調整勘定償却額 17.2 

その他 -1.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 106.8 

  

  （％） 

法定実効税率 40.7 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
11.4 

外国税額 -27.8 

住民税均等割等 8.7 

評価性引当額 -3.3 

在外子会社税率差異 -86.7 

在外子会社の留保利益に係る税効果 56.7 

在外子会社からの受取配当金に係る

税金額 
41.0 

のれん償却額 257.4 

その他 -10.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 287.5 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当連結グループは、スイッチング電源及び無停電電源装置ならびにこれら関連製品の製造・販売を主たる業務とする

専業メーカーとして、同一セグメントに属する製品群の製造、加工、販売のみを行っており、当該事業以外に事業の種

類がないため該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 同上 

  

【所在地別セグメント情報】 

 最近２連結会計年度の所在地別セグメント情報は次のとおりであります。 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

 なお、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」1.に掲載のとおり、ラムダ欧米グループ７社が新たに平

成18年１月１日より当社の連結子会社となったことにより、連結子会社の所在する国又は地域が増加したため、「北

米」及び「ヨーロッパ」が追加となりました。 

(1)アジア・太平洋……中国、マレーシア、シンガポール、タイ 

(2)北 米………………米国、カナダ 

(3)ヨーロッパ…………イギリス、フランス、ドイツ、イタリア、スウェーデン 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、948,279千円であり、その主なものは親会社

本社の経営管理・経理等管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、2,100,694千円であり、その主なものは当社での余資運用

資産（現金預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

５．会計処理の方法の変更 

  たな卸資産の評価方法の変更 

   「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」3.(1)③に記載のとおり、従来、たな卸資産の評価方法は主とし

て移動平均法を採用しておりましたが、当連結会計年度から先入先出法に変更しております。 

   この結果、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度の営業費用は、日本地域で2,992千円減少し、営業利益は

同額増加しております。また、アジア・太平洋地域では9,409千円、イスラエル地域では32千円それぞれ営業費用が増加

し、営業利益は同額減少しております。 

  

 

  
日本 

（千円） 

アジア・太
平洋 
（千円) 

イスラエル
（千円） 

北米
（千円） 

ヨーロッパ
（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売
上高 

29,502,305 3,796,609 1,970,219 2,071,900 2,100,641 39,441,676 － 39,441,676

(2)セグメント間の内部
売上高 

1,668,846 13,534,728 599,110 173,936 350,659 16,327,279 -16,327,279 －

計 31,171,151 17,331,337 2,569,329 2,245,837 2,451,300 55,768,956 -16,327,279 39,441,676

営業費用 28,530,089 16,559,734 2,465,413 2,239,440 2,954,044 52,748,722 -15,144,203 37,604,518

営業利益（-損失） 2,641,061 771,603 103,916 6,396 -502,744 3,020,234 -1,183,076 1,837,158

Ⅱ 資産 31,080,453 9,985,488 1,289,161 3,186,676 7,507,292 53,049,073 -13,376,460 39,672,612



当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1)アジア・太平洋……中国、マレーシア、シンガポール、タイ 

(2)北 米………………米国、カナダ 

(3)ヨーロッパ…………イギリス、フランス、ドイツ、イタリア、スウェーデン 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,172,372千円であり、その主なものは親会

社本社の経営管理・経理等管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、2,608,214千円であり、その主なものは当社での余資運用

資産（現金預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

５．会計処理の方法の変更 

 役員賞与に関する会計基準 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」３.(3)③に記載のとおり、当連結会計年度より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。 

 当社計上分は配賦不能営業費用に、国内連結子会社計上分は日本地域にそれぞれ含めて処理しており、この結果、従

来の方法によった場合に比べ、日本地域で営業費用が2,520千円増加し、営業利益が同額減少しております。 

 

  
日本 

（千円） 

アジア・太
平洋 
（千円) 

イスラエル
（千円） 

北米
（千円） 

ヨーロッパ
（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業利益      

売上高      

(1)外部顧客に対する売
上高 

29,172,193 5,018,039 1,589,101 8,779,325 9,378,162 53,936,821 － 53,936,821

(2)セグメント間の内部
売上高 

3,870,544 15,630,050 1,716,305 827,121 1,469,215 23,513,238 -23,513,238 －

計 33,042,738 20,648,090 3,305,407 9,606,447 10,847,378 77,450,060 -23,513,238 53,936,821

営業費用 30,820,814 19,178,805 3,071,117 9,433,142 12,804,089 75,307,969 -22,283,190 53,024,778

営業利益（-損失） 2,221,923 1,469,285 234,289 173,304 -1,956,711 2,142,091 -1,230,048 912,043

Ⅱ 資産 32,668,608 11,560,834 1,512,028 3,809,800 5,990,339 55,541,611 -12,455,026 43,086,585



【海外売上高】 

 最近２連結会計年度の海外売上高は、次のとおりであります。 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア ……… 中国、韓国、シンガポール、マレーシア等 

(2）ヨーロッパ … イギリス、フランス、ドイツ、イタリア等 

(3）北 米 ……… 米国、カナダ 

(4）中近東 ……… イスラエル 

(5）その他の地域… オーストラリア等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  なお、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」1.に記載のとおり、ラムダ欧米グループ７社が新たに平成

18年１月１日より当社の連結子会社となったことにより、欧米地域に対する売上高がそれぞれ増加しました。 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）アジア ……… 中国、韓国、シンガポール、マレーシア等 

(2）ヨーロッパ … イギリス、フランス、ドイツ、イタリア等 

(3）北 米 ……… 米国、カナダ 

(4）中近東 ……… イスラエル 

(5）その他の地域… オーストラリア等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  アジア ヨーロッパ 北米 中近東 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 6,327,388 3,775,557 3,744,315 1,253,077 172,707 15,273,046 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － － － 39,441,676 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に
占める割合（％） 

16.0 9.6 9.5 3.2 0.4 38.7 

  アジア ヨーロッパ 北米 中近東 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 8,795,521 9,620,359 9,122,270 1,626,359 214,920 29,379,431 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － － － 53,936,821 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に
占める割合（％） 

16.3 17.9 16.9 3.0 0.4 54.5 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

    親会社及び法人主要株主等 

(注）1．上記の取引金額には消費税等は含まれておりません。 

   2. 子会社(ラムダ欧米グループ７社）株式の取引価格については、企業価値算定評価に基づき決定しております。 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

    親会社及び法人主要株主等 

(注）1．上記の取引金額には消費税等は含まれておりません。 

   2. 資金の借入については、借入利率は市場金利等を勘案して合理的に決定しており、返済条件は期間１年としております。ま

た担保は提供しておりません。 

  

 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容
取引の
内容 

取引金額
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 TDK㈱ 
東京都
中央区
日本橋 

32,641,976

電子素材部
品及び記録
メディア・
システムズ
製品等の製
造販売 

（被所有）
間接59.2% 

兼任５

当社製
品の原
材料の
購入等 

子会社
株式の
購入 

7,847,017 － － 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容
取引の
内容 

取引金額
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 TDK㈱ 
東京都
中央区
日本橋 

32,641,976

電子素材部
品及び記録
メディア製
品の製造販
売 

（被所有）
間接59.2% 

兼任５

当社製
品の販
売及び
原材料
等の購
入 

事業資
金の借
入 

5,000,000 
短期借
入金 

5,000,000



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

前連結会計年度 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 833.96円 

１株当たり当期純損失 6.46円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期
純損失であるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 819.93円 

１株当たり当期純損失 39.92円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期
純損失であるため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純損失金額    

 当期純損失（千円） 119,112 860,038 

 普通株主に帰属しない金額（千円） 20,000 － 

 (うち利益処分による役員賞与金) (20,000) (－) 

 普通株式に係る当期純損失（千円） 139,112 860,038 

 期中平均株式数（株） 21,522,565 21,539,832 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

平成12年６月27日定時株主総会決

議による自己株式方式によるスト

ックオプション 

平成12年６月27日定時株主総会決

議による自己株式方式によるスト

ックオプション 

  普通株式  92,000株 普通株式  47,000株 

  平成13年６月26日定時株主総会決

議による自己株式方式によるスト

ックオプション 

平成13年６月26日定時株主総会決

議による自己株式方式によるスト

ックオプション 

  普通株式  169,000株 普通株式  91,000株 

  平成14年６月26日定時株主総会決

議による新株予約権方式によるス

トックオプション 

平成14年６月26日定時株主総会決

議による新株予約権方式によるス

トックオプション 

  普通株式  78,500株 普通株式  66,600株 

  前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額（千円） － 17,691,462 

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円） 
－ 27,219 

 （うち少数株主持分） (－) (27,219)

普通株式に係る期末の資産額（千円） － 17,664,242 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株） 
－ 21,543,512 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 4,469,210 9,160,025 1.684 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,792,213 92,437 1.009 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 259,622 167,208 0.891 平成20年～23年

その他の有利子負債 － － － － 

合計 6,521,045 9,419,671 － － 

  
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内

（千円） 
３年超４年以内

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金 92,208 30,000 30,000 15,000 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 

   
前事業年度

（平成18年3月31日） 
当事業年度 

（平成19年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金     1,367,865 1,714,584 

２．受取手形 ※7.9   1,689,236 3,441,327 

３．売掛金 ※2   7,881,653 9,426,209 

４．商品     56,367 51,971 

５．製品     1,310,588 1,240,997 

６．原材料     794,183 877,379 

７．仕掛品     406,791 401,559 

８．貯蔵品     23,447 19,183 

９．前払費用     95,494 104,000 

10．繰延税金資産     507,122 477,965 

11．材料支給未収入金 ※2   966,481 736,599 

12．未収入金 ※2   215,822 280,792   

13．その他 ※2   137,348 54,123 

14．貸倒引当金     -23,683 -23,390 

流動資産合計     15,428,720 46.7 18,803,303 52.9

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産      

(1）建物 ※1.5   848,843 813,612 

(2）構築物 ※1   71,601 93,011 

(3）機械及び装置 ※1   479,841 545,199 

(4）車両運搬具 ※1   461 269 

(5）工具器具及び備品 ※1   363,656 332,877 

(6）土地 ※5.6   2,723,386 2,189,917 

有形固定資産合計     4,487,790 13.6 3,974,887 11.2



 

   
前事業年度

（平成18年3月31日） 
当事業年度 

（平成19年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

２．無形固定資産      

(1）借地権     1,800 1,800 

(2）ソフトウエア     639,456 437,119 

(3）その他     27,180 27,180 

無形固定資産合計     668,436 2.0 466,099 1.3

３．投資その他の資産      

(1）投資有価証券     685,054 851,520 

(2）関係会社株式     10,126,466 10,126,466 

(3）出資金     1,460 210 

(4）関係会社出資金     552,689 552,689 

(5）関係会社長期貸付金     135,000 105,000 

(6）破産・再生・更生債
権等 

    7,970 8,194 

(7）長期前払費用     117 350 

(8）繰延税金資産     735,947 414,242 

(9）その他     234,803 220,522 

(10）貸倒引当金     -36,028 -11,254 

投資その他の資産合計     12,443,480 37.7 12,267,941 34.6

固定資産合計     17,599,707 53.3 16,708,929 47.1

資産合計     33,028,427 100.0 35,512,232 100.0

       



 

   
前事業年度

（平成18年3月31日） 
当事業年度 

（平成19年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．支払手形 ※9   3,541,734 3,096,230 

２．買掛金 ※2   3,626,425 3,723,257 

３．短期借入金 ※2   4,469,210 8,013,315 

４．１年内返済予定長期借
入金 

※5   1,790,000 90,000 

５．未払金 ※2   873,793 996,388 

６．未払費用 ※2   147,612 146,701 

７．未払法人税等     99,478 289,872 

８．前受金     34,477 28,059 

９．預り金     21,088 19,632 

10．前受収益     － 213 

11．賞与引当金     536,000 508,000 

12．役員賞与引当金     － 23,400 

13．その他     104,310 146,042 

流動負債合計     15,244,130 46.2 17,081,112 48.1

Ⅱ 固定負債      

１．長期借入金 ※5   255,000 165,000 

２．再評価に係る繰延税金
負債 

※6   186,834 186,834 

３．退職給付引当金     1,810,857 1,559,632 

４．役員退職慰労引当金     125,000 164,800 

５．預り保証金     142,001 131,623 

固定負債合計     2,519,692 7.6 2,207,889 6.2

負債合計     17,763,823 53.8 19,289,002 54.3

       



  

 

   
前事業年度

（平成18年3月31日） 
当事業年度 

（平成19年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※3   2,946,516 8.9 － －

Ⅱ 資本剰余金      

１．資本準備金   2,808,626 －  

２．その他資本剰余金      

 (1）自己株式処分差益   928 －  

資本剰余金合計     2,809,555 8.5 － －

Ⅲ 利益剰余金      

１．利益準備金   298,513 －  

２．任意積立金      

(1）特別償却準備金   3,089 －  

(2）別途積立金   7,700,000 －  

３．当期未処分利益   1,369,262 －  

利益剰余金合計     9,370,866 28.4 － －

Ⅳ 土地再評価差額金 ※6   272,218 0.8 － －

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

    355,353 1.1 － －

Ⅵ 自己株式 ※4   -489,904 -1.5 － －

資本合計     15,264,604 46.2 － －

負債資本合計     33,028,427 100.0 － －

       



  

  

   
前事業年度

（平成18年3月31日） 
当事業年度 

（平成19年3月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１．資本金     － － 2,951,216 8.3

２．資本剰余金      

(1）資本準備金   － 2,813,315  

(2）その他資本剰余金   － 1,238  

資本剰余金合計     － － 2,814,553 7.9

３．利益剰余金      

(1）利益準備金   － 298,513  

(2）その他利益剰余金   － 9,924,506  

別途積立金   － 8,300,000  

繰越利益剰余金   － 1,624,506  

利益剰余金合計     － － 10,223,020 28.8

４．自己株式     － － -496,289 -1.4

株主資本合計     － － 15,492,500 43.6

Ⅱ 評価・換算差額等      

１．その他有価証券評価差
額金 

    － － 458,510 1.3

２．土地再評価差額金 ※6   － － 272,218 0.8

評価・換算差額等合計     － － 730,729 2.1

純資産合計     － － 16,223,229 45.7

負債純資産合計     － － 35,512,232 100.0

       



②【損益計算書】 

 

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高      

１．製品売上高   30,368,867 32,216,187  

２．商品売上高   793,388 31,162,256 100.0 818,734 33,034,921 100.0

Ⅱ 売上原価      

１．製品売上原価      

(1）製品期首たな卸高   716,148 1,310,588  

(2）当期製品仕入高 ※1 13,527,874 15,680,562  

(3）当期製品製造原価 ※2 9,808,607 9,238,063  

合計   24,052,630 26,229,213  

(4）他勘定振替高 ※3 125,075 146,336  

(5）製品期末たな卸高   1,310,588 22,616,966 1,240,997 24,841,879 

２．商品売上原価      

(1）商品期首たな卸高   41,573 56,367  

(2）当期商品仕入高   640,935 623,676  

合計   682,509 680,044  

(3）商品期末たな卸高   56,367 626,142 51,971 628,073 

売上原価合計     23,243,108 74.6 25,469,952 77.1

売上総利益     7,919,147 25.4 7,564,968 22.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2.4   6,244,484 20.0 6,549,832 19.8

営業利益     1,674,663 5.4 1,015,136 3.1

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息   3,214 8,423  

２．受取配当金 ※1 517,401 484,969  

３．為替差益   13,235 －  

４. ロイヤルティー収入 ※1 80,017 114,575  

５．その他   130,620 744,489 2.4 118,625 726,594 2.1

       



 

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 営業外費用      

１．支払利息   79,836 127,962  

２．為替差損   － 215  

３．貸倒引当金繰入額   900 －  

４．その他   17,436 98,173 0.4 14,272 142,450 0.4

経常利益     2,320,980 7.4 1,599,280 4.8

Ⅵ 特別利益      

１．前期損益修正益   44,235 －  

２．固定資産売却益 ※5 － 303,299  

３. 投資有価証券売却益   964,143 －  

４．貸倒引当金戻入益   4,409 385  

５．その他   － 1,012,788 3.3 7,799 311,484 0.9

Ⅶ 特別損失      

１．固定資産除却損 ※6 19,533 29,948  

２．固定資産売却損 ※7 300,607 －  

３．減損損失 ※8 894,851 －  

４．投資有価証券評価損   11,035 228  

５．たな卸資産除却損   － 148,887  

６．その他   10,883 1,236,911 4.0 767 179,832 0.5

税引前当期純利益     2,096,857 6.7 1,730,932 5.2

法人税、住民税及び事
業税 

  89,285 363,345  

法人税等調整額   1,361,566 1,450,851 4.6 280,060 643,406 1.9

当期純利益     646,005 2.1 1,087,526 3.3

前期繰越利益     623,342 － 

土地再評価差額金取崩
額 

    207,518 － 

中間配当額     107,603 － 

当期未処分利益     1,369,262 － 

       



製造原価明細書 

注記 

  

  

    
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 材料費   4,227,026 42.4 3,756,948 39.6 

Ⅱ 労務費   2,537,862 25.4 2,430,480 25.6 

Ⅲ 経費 ※1 3,208,615 32.2 3,309,588 34.8 

当期総製造費用   9,973,505 100.0 9,497,017 100.0 

仕掛品期首たな卸高   383,918 406,791 

合計   10,357,423 9,903,808 

他勘定振替高 ※2 142,024 264,185 

仕掛品期末たな卸高   406,791 401,559 

当期製品製造原価   9,808,607 9,238,063 

     

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．経費の内訳は次のとおりであります。 ※１．経費の内訳は次のとおりであります。 
  

外注加工費 415,507千円

減価償却費 209,045千円

外注工事費 1,060,473千円

その他 1,523,588千円

計 3,208,615千円

外注加工費 328,573千円

減価償却費 183,938千円

外注工事費 1,182,242千円

その他 1,614,834千円

計 3,309,588千円

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 
  

アフターサービス費 127,719千円

ソフトウエア仮勘定 8,170千円

その他 6,133千円

計 142,024千円

アフターサービス費 244,265千円

ソフトウエア仮勘定 10,806千円

その他 9,113千円

計 264,185千円

 ３．原価計算の方法は次のとおりであります。  ３．原価計算の方法は次のとおりであります。 

筑波事業所…個別原価計算法によっており、一

部について標準原価計算法を併用

しております。 

同左 

上記以外……生産ロット別の実際原価計算によ

っております。 

  



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

  

 

   
前事業年度

（株主総会承認日） 
平成１８年６月２２日 

区分 
注記
番号 

金額（千円）

Ⅰ 当期未処分利益   1,369,262

Ⅱ 任意積立金取崩額  

１．特別償却準備金取崩額   2,110 2,110

合計   1,371,373

Ⅲ 利益処分額  

１．配当金   107,673

２．役員賞与金   20,000

３．任意積立金  

(1）別途積立金   600,000 727,673

Ⅳ 次期繰越利益   643,699

   



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  次へ 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 資本準備

金 

その
他資
本剰
余金 

資本剰余
金合計 

利益準
備金 

その他利益剰余金

利益剰余金
合計 

特別
償却
準備
金 

別途積立金
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 
残高（千円） 

2,946,516 2,808,626 928 2,809,555 298,513 3,089 7,700,000 1,369,262 9,370,866 -489,904 14,637,032

事業年度中の変動額        

新株の発行 4,700 4,688   4,688     9,389

特別償却準備金の
取崩（注） 

    -2,110 2,110 －   －

特別償却準備金の
取崩 

    -978 978 －   －

別途積立金の積立
（注） 

    600,000 -600,000 －   －

剰余金の配当
（注） 

    -107,673 -107,673   -107,673

剰余金の配当     -107,698 -107,698   -107,698

役員賞与（注）     -20,000 -20,000   -20,000

当期純利益     1,087,526 1,087,526   1,087,526

自己株式の取得       -7,891 -7,891

自己株式の処分   309 309   1,507 1,817

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額） 

       

事業年度中の変動額
合計（千円） 

4,700 4,688 309 4,998 － -3,089 600,000 255,243 852,154 -6,384 855,468

平成19年３月31日 
残高（千円） 

2,951,216 2,813,315 1,238 2,814,553 298,513 － 8,300,000 1,624,506 10,223,020 -496,289 15,492,500

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他有
価証券評
価差額金 

土地再評価
差額金 

評価・換
算差額等
合計 

平成18年３月31日 
残高（千円） 

355,353 272,218 627,571 15,264,604

事業年度中の変動額      

新株の発行       9,389

特別償却準備金の
取崩（注） 

      －

特別償却準備金の
取崩 

      －

別途積立金の積立
（注） 

      －

剰余金の配当
（注） 

      -107,673

剰余金の配当       -107,698

役員賞与（注）       -20,000

当期純利益       1,087,526

自己株式の取得       -7,891

自己株式の処分       1,817

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額） 

103,157 － 103,157 103,157

事業年度中の変動額
合計（千円） 

103,157 － 103,157 958,625

平成19年３月31日 
残高（千円） 

458,510 272,218 730,729 16,223,229



重要な会計方針 

  

 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

① 子会社株式 ① 子会社株式 

移動平均法による原価法 同左 

  ② その他有価証券 ② その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ デリバティブ 

時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品、製品、原材料 商品、製品、原材料 

…先入先出法による原価法 …先入先出法による原価法 

  （会計処理の変更）   

   従来、たな卸資産のうち商品、製

品、原材料の評価方法は移動平均法

（製品のうち、個別受注生産品につ

いては個別法）を採用しておりまし

たが、昨今の市況の大きな変動や事

業環境の変化が進むなか、「開かれ

た会社、見える会社」を目指す当社

はこれらの変化に迅速に対処する必

要があり、基幹業務システムの活用

で多品目の個別管理が可能な優位性

を発揮し、変動をいち早くたな卸資

産計上額に反映させることで、より

適正な財政状態の把握と合理的な原

価管理を行うため、当期から先入先

出法に変更しております。 

 この結果、従来の方法によった場

合に比べ、たな卸資産は2,992千円

増加し、営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益はそれぞれ同額増加

しております。 

  

  仕掛品 仕掛品 

  …個別法による原価法 同左 

  貯蔵品 貯蔵品 

  … 終仕入原価法 同左 



  

 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 有形固定資産 

…定率法 同左 

   但し、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法を採用しております。 

 また、取得価額10万円以上20万円未

満の資産については、３年間で均等償

却する方法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  

  建物     ３～50年   

  機械装置   ２～15年   

  無形固定資産 無形固定資産 

  …定額法 同左 

   自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法、販売目的の製品

組込ソフトウエアについては製品の特

性に応じ、見込販売収益に基づく方法

または見込販売期間（１年から３年）

に基づく定額法を採用しております。 

  

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当期負担分を

計上しております。 

同左 



 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3）    ――――――― (3）役員賞与引当金 

     役員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額のうち当期負担分を計上

しております。 

（会計方針の変更） 

 当事業年度より、「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準第４

号 平成17年11月29日）を適用して

おります。 

 これにより、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益は、それぞれ

23,400千円減少しております。 

  (4）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（13年）による定額法により費用処

理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（13年）による定額法により翌

事業年度から費用処理することとして

おります。 

同左 

  (5）役員退職慰労引当金 (5）役員退職慰労引当金 

  役員及び執行役員の退職慰労金の支

出に備えるため、当社内規に基づく期

末要支給見積額を計上しております。 

同左 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっております。

なお、通貨スワップについては振当処

理の要件を満たしている場合は振当処

理を採用しております。 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  外貨建金銭債権債務及び借入金利息

をヘッジ対象とし、通貨及び金利等に

関連したデリバティブ取引（主に通貨

スワップや金利スワップ）をヘッジ手

段としております。 

同左 



  

会計処理方法の変更 

  

表示方法の変更 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

  社内規定に基づき為替変動リスク及

び金利変動リスクをヘッジしておりま

す。 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

  事前にシミュレーションを行い、そ

の有効性を確認したうえでヘッジ手段

としてのデリバティブ取引を選定して

おります。 

また、ヘッジ取引開始以降取引終了

まで社内規定に基づいて個別の取引毎

に当初予定した損益やキャッシュ・フ

ローが確保されているか否か検証し、

ヘッジの有効性を評価しております。 

同左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の処理方法 (1）消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

同左 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）          ――――――― 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税引前当期純利益は、894,851千円減

少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

  

         ――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

   当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計額に相当する金額は

16,223,229千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（損益計算書関係）          ――――――― 



  

  

  次へ 

 前期まで営業外収益の「その他」に含めて表示してお

りました「ロイヤルティー収入」は、営業外収益の総額

の百分の十を超えたため、当期において区分掲記してお

ります。 

 なお、前期の営業外収益の「その他」に含まれる「ロ

イヤルティー収入」の金額は51,055千円であります。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は7,463,891千円

であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は7,463,450千円

であります。 

※２．関係会社に係る注記 ※２．関係会社に係る注記 

 区分掲記したもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。 

 区分掲記したもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次のとおりであります。 
  

  

(1）売掛金 436,984千円

(2）材料支給未収入金 949,409千円

(3）未収入金 57,288千円

(4）（流動資産）その他 123,984千円

(5）買掛金 1,912,797千円

(6）未払金 126,665千円

(1）売掛金 475,167千円

(2）材料支給未収入金 730,946千円

(3）未収入金 96,015千円

(4）（流動資産）その他 30,164千円

(5）買掛金 2,348,540千円

(6）短期借入金 5,000,000千円

(7）未払金 177,934千円

(8）未払費用 180千円

  
※３．授権株式数     普通株式 80,000,000株 

発行済株式総数   普通株式 21,818,210株 

※３．      ――――――― 

  

※４．自己株式 ※４．      ――――――― 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

283,414株であります。 

  

※５．担保資産及び担保付債務 ※５．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりであります。  担保に供している資産は次のとおりであります。 
  

建物 568,062千円

土地 1,637,179千円

計 2,205,242千円

建物 542,402千円

土地 1,637,179千円

計 2,179,582千円

 上記に対応する担保付債務は次のとおりであ

ります。 

 上記に対応する担保付債務は次のとおりであ

ります。 
  

１年内返済予定長期借

入金 
90,000千円

長期借入金 255,000千円

計 345,000千円

１年内返済予定長期借

入金 
90,000千円

長期借入金 165,000千円

計 255,000千円



 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

※６．日本電気精器株式会社との合併により引き継いだ

土地再評価差額金を「土地の再評価に関する法律

（平成10年３月31日公布法律第34号）」に基づき資

本の部に計上しております。 

※６．日本電気精器株式会社との合併により引き継いだ

土地再評価差額金を「土地の再評価に関する法律

（平成10年３月31日公布法律第34号）」に基づき純

資産の部に計上しております。 

再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第

119号）第２条第５号によるとこ

ろの鑑定評価による方法としてお

りますが、一部については、同条

第３号によるところの固定資産税

評価額に基づいて再評価しており

ます。 

再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第

119号）第２条第５号によるとこ

ろの鑑定評価による方法としてお

りますが、一部については、同条

第３号によるところの固定資産税

評価額に基づいて再評価しており

ます。 
  

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 

-933,563千円

再評価を行った年月日 平成11年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 

-682,431千円

※７．債権流動化にともなう買戻義務 ※７．       ――――――― 

256,185千円  

 ８．配当制限  ８．       ――――――― 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は355,353

千円であります。 

  

※９．       ――――――― ※９．期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、当事業年

度の末日は金融機関が休日でしたが、満期日に決済

が行われたものとして処理しております。期末日満

期手形の金額は次のとおりであります。 

受取手形 352,745千円

支払手形 414,922千円



（損益計算書関係） 

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 
  

(1）当期製品仕入高 12,714,070千円

(2）受取配当金 500,000千円

(3）ロイヤルティー収入 80,017千円

(1）当期製品仕入高 14,762,774千円

(2）受取配当金 463,635千円

(3）ロイヤルティー収入 114,435千円

※２．研究開発費の総額 ※２．研究開発費の総額 

 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は1,805,609千円であります。 

 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は1,874,044千円であります。 

※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 
  

(製品売上原価)  

販売促進費 19,683千円

アフターサービス費 100,442千円

固定資産 2,489千円

その他 2,460千円

計 125,075千円

(製品売上原価)  

販売促進費 17,546千円

アフターサービス費 56,534千円

固定資産 28,280千円

その他 43,975千円

計 146,336千円

※４．販売費及び一般管理費のうち、販売費のおおよそ

の割合は69％であり、一般管理費のおおよその割合

は31％であります。また主要な費目及びその金額は

次のとおりであります。 

※４．販売費及び一般管理費のうち、販売費のおおよそ

の割合は70％であり、一般管理費のおおよその割合

は30％であります。また主要な費目及びその金額は

次のとおりであります。 
  

(1）荷造運送費 548,609千円

(2）給料手当 1,697,716千円

(3）賞与引当金繰入額 286,800千円

(4）減価償却費 129,342千円

(5）賃借料 313,082千円

(6）役員退職慰労引当金繰入額 27,500千円

(7）退職給付費用 231,870千円

(8）業務委託費 356,281千円

(9）貸倒引当金繰入額 170千円

(10）アフターサービス費 301,062千円

(1）荷造運送費 594,391千円

(2）給料手当 1,802,281千円

(3）賞与引当金繰入額 276,100千円

(4）減価償却費 128,291千円

(5）役員賞与引当金繰入額 23,400千円

(6）役員退職慰労引当金繰入額 43,073千円

(7）退職給付費用 198,970千円

(8）業務委託費 340,102千円

(9）貸倒引当金繰入額 22千円

(10）アフターサービス費 336,478千円

※５．      ――――――― 

  

  

  

※５．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

車両運搬具 218千円 

土地 303,081千円 

計 303,299千円 

※６．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※６．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 
  

建物 4,510千円 

機械及び装置 9,032千円 

車両運搬具 4千円 

工具器具及び備品 4,972千円 

ソフトウエア 1,013千円 

計 19,533千円 
  

建物 1,940千円 

構築物 20,189千円 

機械及び装置 2,215千円 

工具器具及び備品 5,603千円 

計 29,948千円 



  

 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※７．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※７．      ――――――― 

建物 184,263千円

構築物 958千円

工具器具及び備品 173千円

土地 115,212千円

計 300,607千円

※８．減損損失 ※８．      ――――――― 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しております。 

  

  
場所 用途 種類 その他 

－ 
社内展示

品 

工具器具

及び備品 

絵画等の

美術品 

長野県信

濃町 

遊休地 土地 
－ 

茨城県阿

見町 

遊休地 土地 
－ 

 当社は、資産のグルーピングに際し、主に管理会計上

の区分をキャッシュ・フローを生み出す 小の単位と捉

え、その単位を基礎にグルーピングする方法を採用して

おります。但し、遊休地、絵画等の美術品につきまして

は、物件それぞれが概ね独立したキャッシュ・フローを

生み出す 小単位として捉え、物件ごとにグルーピング

しております。遊休地は継続的に地価が下落しているこ

と、絵画等の美術品につきましては市場価格が下落して

いることにより減損損失を認識するにいたり、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

(894,851千円)として特別損失に計上しております。 

 減損損失の内訳は、工具器具及び備品50,696千円、土

地844,154千円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却可能

価額により測定しており、遊休地については鑑定評価額

または相続税評価額を参考に、絵画等の美術品について

は一般に公表された評価額を参考に、それぞれを基準と

して当社において合理的に見積った価額を回収可能価額

としております。 

  



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．自己株式の株式数の減少は、ストックオプション制度の行使による減少であります。 

  

  次へ 

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式（注） 283 4 1 286 

合計 283 4 1 286 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械及び装置 64,800 53,358 11,441

工具器具及び
備品 

39,665 23,481 16,184

ソフトウエア 63,325 31,433 31,892

合計 167,791 108,273 59,517
  

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

23,167 11,898 11,269 

ソフトウエア 63,325 44,098 19,227 

合計 86,493 55,996 30,496 

２．未経過リース料期末残高相当額等 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 24,680千円

１年超 36,431千円

合計 61,112千円

１年内 14,737千円

１年超 16,603千円

合計 31,341千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 
  

支払リース料 32,649千円

減価償却費相当額 30,705千円

支払利息相当額 1,507千円

支払リース料 20,563千円

減価償却費相当額 19,535千円

支払利息相当額 853千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同左 

（減損損失について） （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 同左 



（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）に

おける子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 



（税効果会計関係） 

  

 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳 
  
繰延税金資産 （千円)

賞与引当金 246,324 

退職給付引当金 737,018 

未払金 114,551 

生産中止に伴う建物除却損 272,333 

投資有価証券 218,822 

減損損失 221,775 

たな卸資産 142,121 

その他 73,120 

繰延税金資産 小計 2,026,068 

評価性引当額 -538,432 

繰延税金資産 合計 1,487,635 

繰延税金負債   

特別償却準備金 -671 

再評価に係る繰延税金負債 -186,834 

その他有価証券評価差額金 -243,893 

繰延税金負債 合計 -431,399 

繰延税金資産(負債)の純額 1,056,235 
  

繰延税金資産 （千円)

賞与引当金 233,719 

退職給付引当金 634,770 

未払金 113,756 

生産中止に伴う建物除却損 255,448 

投資有価証券 215,766 

減損損失 75,351 

たな卸資産 124,571 

その他 76,740 

繰延税金資産 小計 1,730,125 

評価性引当額 -523,222 

繰延税金資産 合計 1,206,902 

繰延税金負債   

再評価に係る繰延税金負債 -186,834 

その他有価証券評価差額金 -314,694 

繰延税金負債 合計 -501,529 

繰延税金資産(負債)の純額 705,373 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異原因の主な項目の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異原因の主な項目の内訳 
  
  （％） 

法定実効税率 40.7 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
2.0 

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
-0.2 

外国税額 0.6 

住民税均等割等 1.8 

評価性引当額 25.7 

その他 -1.4 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
69.2   

  （％） 

法定実効税率 40.7 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
2.5 

外国税額 1.2 

住民税均等割等 2.3 

評価性引当額 -0.9 

外国税額控除 -8.6 

その他 0.0 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
37.2 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

前事業年度 

  該当事項はありません。 

  

当事業年度 

  該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 708.83円

１株当たり当期純利益 29.08円

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額 

29.03円

１株当たり純資産額 753.04円 

１株当たり当期純利益 50.48円 

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額 

50.39円 

  
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益（千円） 646,005 1,087,526 

普通株主に帰属しない金額（千円） 20,000 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (20,000) (－) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 626,005 1,087,526 

期中平均株式数（株） 21,522,565 21,539,832 

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 40,921 40,668 

（うち自己株式方式によるストックオプ

ション） 
(－) (2,549) 

（うち新株予約権方式によるストックオ

プション） 
(40,921) (38,119) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

平成12年６月27日定時株主総会決

議による自己株式方式によるスト

ックオプション 

平成12年６月27日定時株主総会決

議による自己株式方式によるスト

ックオプション 

  普通株式  92,000株 普通株式  47,000株 

  平成13年６月26日定時株主総会決

議による自己株式方式によるスト

ックオプション 

  

  普通株式  169,000株  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証
券 

その他
有価証
券 

PHIHONG TECNOLOGY CO.,LTD. 8,278,826 832,707 

その他９銘柄 120,938 18,813 

小計 8,399,764 851,520 

計 8,399,764 851,520 



【有形固定資産等明細表】 

 （注） 土地の減少は、茨城県阿見町の土地の譲渡によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額（その他）は洗替による戻入額であります。 

  

  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 

（千円） 

有形固定資産    

建物 4,841,788 30,112 48,986 4,822,915 4,009,303 63,403 813,612

構築物 494,369 49,284 164,417 379,236 286,225 7,685 93,011

機械及び装置 2,042,840 165,512 24,303 2,184,048 1,638,848 98,086 545,199

車両運搬具 5,517 － 1,927 3,589 3,320 95 269

工具器具及び備品 1,843,779 117,783 102,932 1,858,631 1,525,753 142,959 332,877

土地 2,723,386 － 533,468 2,189,917 － － 2,189,917

有形固定資産計 11,951,681 362,693 876,036 11,438,338 7,463,450 312,230 3,974,887

無形固定資産    

借地権 1,800 － － 1,800 － － 1,800

ソフトウエア 1,458,436 104,702 75,335 1,487,803 1,050,683 305,812 437,119

その他 27,180 － － 27,180 － － 27,180

無形固定資産計 1,487,416 104,702 75,335 1,516,783 1,050,683 305,812 466,099

長期前払費用 1,350 330 － 1,680 1,329 97 350

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 59,711 31,563 24,704 31,926 34,644

賞与引当金 536,000 508,000 536,000 － 508,000

役員賞与引当金 － 23,400 － － 23,400

役員退職慰労引当金 125,000 45,073 5,273 － 164,800



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

  

２）受取手形 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）期日別内訳 

  

 

区分 金額（千円）

現金 1,327 

銀行預金 

当座預金 1,363,480 

普通預金 183,082 

外貨預金 160,710 

別段預金 5,982 

小計 1,713,256 

合計 1,714,584 

相手先 金額（千円）

㈱栄電子 668,321 

サンワテクノス㈱ 649,220 

㈱高木商会 292,431 

明治電機工業㈱ 292,312 

佐鳥オートマチックス㈱ 280,858 

その他 1,258,183 

合計 3,441,327 

期日別 金額（千円）

平成19年４月期日 934,133 

５月 901,879 

６月 864,016 

７月 490,979 

８月以降 250,319 

合計 3,441,327 



３）売掛金 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 前期繰越高、当期発生高、当期回収高、次期繰越高には、消費税等を含んでおります。 

  

４）商品 

  

５）製品 

  

６）原材料 

  

 

相手先 金額（千円）

住友商事マシネックス㈱ 695,845 

㈱アドバンテスト 497,710 

㈱ＡＫＥ 488,462 

サンワテクノス㈱ 443,397 

三菱電機㈱ 413,831 

その他 6,886,962 

合計 9,426,209 

前期繰越高
（千円） 

当期発生高
（千円） 

当期回収高
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

──── 
(A)＋(B) 

 × 100
(A)＋(D) 
──── 

２ 
÷ 

 (B) 
─── 
 365 

7,881,653 34,261,143 32,716,587 9,426,209 77.6 92

区分 金額（千円）

スイッチング電源 51,971 

無停電電源装置 － 

合計 51,971 

区分 金額（千円）

スイッチング電源 1,168,032 

無停電電源装置 72,965 

合計 1,240,997 

区分 金額（千円）

スイッチング電源 333,613 

無停電電源装置 543,765 

合計 877,379 



７）仕掛品 

  

８）貯蔵品 

  

９）関係会社株式 

  

 

区分 金額（千円）

スイッチング電源 50,846 

無停電電源装置 350,713 

合計 401,559 

区分 金額（千円）

カタログ 9,318 

予備用PC 1,899 

梱包用資材 1,743 

その他 6,222 

合計 19,183 

区分 金額（千円）

クータン・ラムダLTD. 4,283,906 

ラムダアメリカズINC. 1,283,712 

ラムダGmbH 1,184,954 

ネミック・ラムダ(マレーシア)SDN.BHD. 841,241 

ネミック・ラムダLTD. 771,665 

その他 1,760,985 

合計 10,126,466 



② 負債の部 

１）支払手形 

(イ）相手先別内訳 

  

(ロ）期日別内訳 

  

２）買掛金 

  

 

相手先 金額（千円）

㈱研電 265,676 

都築電産㈱ 136,689 

京都電機器㈱ 118,220 

角田電気工業㈱ 105,156 

センダン電子㈱ 103,350 

その他 2,367,137 

合計 3,096,230 

期日別 金額（千円）

平成19年４月期日 693,810 

５月 691,224 

６月 679,738 

７月 780,078 

８月 251,378 

合計 3,096,230 

相手先 金額（千円）

ネミック・ラムダ(マレーシア)SDN.BHD. 1,030,706 

無錫聨美蘭達電子有限公司 899,167 

ＴＤＫ㈱ 270,942 

㈱リョーサン 112,495 

デンセイ(タイランド)CO.,LTD. 97,623 

その他 1,312,321 

合計 3,723,257 



３）短期借入金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

相手先 金額（千円）

ＴＤＫ㈱ 5,000,000 

㈱三井住友銀行 1,713,315 

住友信託銀行㈱ 800,000 

三菱UFJ信託銀行㈱ 500,000 

合計 8,013,315 



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

 （注）１．当社定款の定めにより、単元未満株主は次に掲げる権利以外の権利を有しておりません。 

(1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

(2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

(3）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

２．平成19年６月27日より株主名簿管理人を住友信託銀行株式会社に変更いたしました。変更後の概要は次のとおりです。 

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券

剰余金の配当の基準日 
３月３１日 
９月３０日 

１単元の株式数 １００株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録   

株券喪失登録申請料 １件につき  10,000円

株券登録料 １枚につき   500円

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 
電子公告とする。但し、事故その他のやむを得ない事由によって電子公告
をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 
公告掲載URL http：//www.densei-lambda.com/ir/indexj.html 

株主に対する特典 該当事項はありません。

株式の名義書換え   



  

  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録   

株券喪失登録申請料 １件につき  10,000円

株券登録料 １枚につき   500円

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 



第７【提出会社の参考情報】 
  

１【提出会社の親会社等の情報】 

(1) 親会社等の名称 

①ＴＤＫ Ｕ.Ｓ.Ａ. Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ 

②ラムダ・ホールディングズ ＩＮＣ． 

  

(2) 株式の所有者別状況 

①ＴＤＫ Ｕ.Ｓ.Ａ. Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ 

  

②ラムダ・ホールディングズ ＩＮＣ． 

  

(3) 大株主の状況 

①ＴＤＫ Ｕ.Ｓ.Ａ. Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ 

  

②ラムダ・ホールディングズ ＩＮＣ． 

 

    平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況
単元未満株
式の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － － － 1 － － － 1 －

所有株式数
（株） 

－ － － 850 － － － 850 －

所有株式数の
割合（％） 

－ － － 100.00 － － － 100.00 －

    平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － － － － 1 － － 1 －

所有株式数
（株） 

－ － － － 100 － － 100 －

所有株式数の
割合（％） 

－ － － － 100.00 － － 100.00 －

    平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ＴＤＫ株式会社 東京都中央区日本橋１丁目13－１ 850 100.00 

計 － 850 100.00 

    平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ＴＤＫ Ｕ.Ｓ.Ａ.  
Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ 

901 FRANKLIN AVENUE, P.O.BOX 9302, 
GARDEN CITY, N.Y. 11530 U.S.A. 

100 100.00 

計 － 100 100.00 



(4) 役員の状況 

①ＴＤＫ Ｕ.Ｓ.Ａ. Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ 

  

②ラムダ・ホールディングズ ＩＮＣ． 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

取締役社長 
最高経営 
責任者 

フランシス・Ｊ.
スウィーニー 

昭和26年１月28日生

平成８年12月 ＴＤＫ Ｕ.Ｓ.Ａ. Ｃｏｒｐｏｒ

ａｔｉｏｎエグゼクティブバイス

プレジデント、最高業務執行責任

者 

平成16年11月 同社取締役社長（現任） 

平成17年９月 同社最高経営責任者（現任） 

平成17年10月 ラムダ・ホールディングズ ＩＮ

Ｃ．取締役社長（現任） 

－ － 

取締役 － 能美 史朗 昭和24年５月８日生

昭和49年４月 ＴＤＫ株式会社入社 

平成12年４月 同社経営企画室企画部長 

平成12年７月 同社経営企画部長 

平成13年10月 同社コーポレートストラテジー経

営企画部長（現任） 

平成17年６月 同社執行役員（現任） 

平成17年11月 当社取締役（現任） 

－ － 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

取締役社長 － 
フランシス・Ｊ.
スウィーニー 

昭和26年１月28日生

平成８年12月 ＴＤＫ Ｕ.Ｓ.Ａ. Ｃｏｒｐｏｒ

ａｔｉｏｎエグゼクティブバイス

プレジデント、最高業務執行責任

者 

平成16年11月 同社取締役社長（現任） 

平成17年９月 同社最高経営責任者（現任） 

平成17年10月 ラムダ・ホールディングズ ＩＮ

Ｃ．取締役社長（現任） 

－ － 

取締役 － 江南 清司 昭和22年９月14日生

昭和49年１月 ＴＤＫ株式会社入社 

平成９年４月 同社記録メディア事業本部経営企

画部長 

平成12年４月 同社記録メディア・システムズ事

業本部市販事業部長 

平成13年４月 同社アドミニストレーショングル

ープ経理部長（現任） 

平成16年６月 同社執行役員（現任） 

平成17年６月 同社取締役（現任） 

平成17年11月 当社取締役（現任） 

－ － 

取締役 － 能美 史朗 昭和24年５月８日生

昭和49年４月 ＴＤＫ株式会社入社 

平成12年４月 同社経営企画室企画部長 

平成12年７月 同社経営企画部長 

平成13年10月 同社コーポレートストラテジー経

営企画部長（現任） 

平成17年６月 同社執行役員（現任） 

平成17年11月 当社取締役（現任） 

－ － 



(5) 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、事業報告及び附属明細書等 

ＴＤＫ Ｕ.Ｓ.Ａ. Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎは米国におけるＴＤＫグループ会社の管理統括及び関係会社に対する投融資を主

な事業としており、ラムダ・ホールディングズ ＩＮＣ．は中間持株会社であります。この２社は設立されている国で非公開

会社となっており、また、法定監査を受けておりません。 

当社の実質的な親会社であるＴＤＫ株式会社は、ＴＤＫＵ.Ｓ.Ａ. Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎとラムダ・ホールディングズ 

ＩＮＣ．の株式を100％保有（間接保有を含む）しており、当該２社の財務諸表は最終的にＴＤＫ株式会社の連結財務諸表に含

まれておりますが、2007年３月期の貸借対照表、損益計算書の概要は次のとおりとなっております。 

なお、ＴＤＫ株式会社は東京証券取引所、ニューヨーク証券取引所及びロンドン証券取引所に上場しており、連結財務諸表

は継続開示されております。 

  

 

  

ＴＤＫ Ｕ.Ｓ.Ａ.
Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ 

ラムダ・ホールディングズＩＮＣ． 

金額（千米ドル） 金額（千米ドル） 

Total current assets 
（流動資産計） 

267,409 82 

Total fixed assets 
（固定資産計） 

342,765 116,045 

Total assets 
（資産合計） 

610,175 116,127 

Total current liabilities 
（流動負債計） 

50,306 － 

Total fixed liabilities 
（固定負債計） 

25,025 8 

Total liabilities 
（負債合計） 

75,332 8 

Total stockholders' equity 
（株主資本合計） 

534,843 116,119 

Total liabilities & 
stockholders' equity 
（負債株主資本合計） 

610,175 116,127 

Total sales 
（売上高） 

－ － 

Operating expenses 
（営業費用） 

8,911 － 

Total other income 
（営業外収益） 

38,050 － 

Total other expenses 
（営業外費用） 

1,370 － 

Income before income taxes 
（税引前当期純利益） 

27,768 － 

Net income 
（当期純利益） 

20,162 － 



２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１ 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第29期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月23日関東財務局長に提出 

２ 半期報告書 

 （第30期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月20日関東財務局長に提出 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１８年６月２２日

デンセイ・ラムダ株式会社       

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 神谷 英一  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大野 秀則  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

デンセイ・ラムダ株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

デンセイ・ラムダ株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減

損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１９年６月２６日

デンセイ・ラムダ株式会社       

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 神谷 英一  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大野 秀則  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

デンセイ・ラムダ株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

デンセイ・ラムダ株式会社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１８年６月２２日

デンセイ・ラムダ株式会社       

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 神谷 英一  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大野 秀則  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

デンセイ・ラムダ株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２９期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 

デンセイ・ラムダ株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、

当該会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１９年６月２６日

デンセイ・ラムダ株式会社       

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員

  
  

公認会計士 神谷 英一  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大野 秀則  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

デンセイ・ラムダ株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３０期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、 

デンセイ・ラムダ株式会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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